
いじめ認知件数
（埼玉県）
4,754件

いじめ認知件数
（全国）
225,132件
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4,644
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1,615

156
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小学校
中学校
高等学校

特別支援学校
合計

いじめ発見のきっかけ（国公私立・小中高特別支援学校）

平成２７年度の県内小・中・高・特別支援学校（国公私立）のいじめ認知件数は４，７５４件
（うち公立４，６４４件）で、前年度より１，６５６件（同１，６３７件）増加しました。１，０００人当たり
の認知件数は６．２件と全国で７番目に少なく、いじめの解消率は９４．１％でした。
県内でのいじめ発見のきっかけは、本人またはその保護者からの訴えが４１．７％と最も

多く、次いでアンケート等の取組による発見が２９．３％、教職員による発見が２２．０％でした。

平成２７年度の県内公立学校のいじめ認知件数を学年別にみると、中１が７９５件と最も多
く、中２（５８８件）、小５（５６４件）、小３（５３６件）、小４（５１９件）と続きます。
また、「いじめ防止対策推進法」に定める重大事態の発生件数（平成２７年度）は、小学校

１件（第２号：１件）、高等学校２件（第１号：１件、第２号：１件）の合計３件でした。
第１号：いじめにより児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。
第２号：いじめにより児童等が相当期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがある

と認めるとき。

◆いじめの認知状況等（平成２７年度）◆

資料：「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」文部科学省HP

◆県内公立学校のいじめ認知件数の推移等◆

注）１ 認知件数は、いじめ被害児童生
徒の実人数。

２ 高等学校は、平成２５年度から通
信制を含んだ数値。

資料：「児童生徒の問題行動等生徒指
導上の諸問題に関する調査」
県教育局生徒指導課HP
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項 目 データ 全国順位
（家計）二人以上の世帯のうち勤労者世帯

実収入（１世帯当たり） ５０２，５６７円／月 １０
消費支出（１世帯当たり） ３１７，５８５円／月 １５
貯蓄現在高（１世帯当たり） １２，５４４千円 １４

（生活環境）
持ち家率 ６７．０％ ２７
空き家率（賃貸用住宅、売却用住宅、二次的住宅を除く） ３．４％ ４５
着工新設住宅戸数 ６１，９８１戸 ５
通勤・通学時間 ４１分 ４
教養娯楽費（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） ４１，５２４円／月 ２
国内観光旅行の行動者率 ５５．２％ ２
海外観光旅行の行動者率 ８．１％ ５
日本人出国者数 ９６７，７０９人 ６
図書館数 １６７館 ２
都市公園数 ５，１００箇所 ８
道路実延長 ４６，９４７．５㎞ ５
上水道普及率 ９９．８％ ５
１人１日当たりごみ排出量 ８８４ｇ／人日 ４０
使用電力量（電灯） １３，７５１百万kWh ５

（安全）
出火件数 １，８３５件 ６
救急自動車救急出動件数 ３３６，７５１件 ４
交通事故発生件数 ２７，８１６件 ６
刑法犯認知件数 ６９，４５６件 ４
刑法犯検挙率 ２６．０％ ４６
特殊詐欺被害額 ２，２８２，８４８千円 ６

～本編から抜粋～

Ⅳ くらしと生活環境
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３１ 家計

前回調査より実収入は増加、消費支出は減少
「全国消費実態調査」によると、平成２６年の二人以上の世帯のうち勤労者世帯の実収入（１
世帯当たり・１か月間）は、前回調査（平成２１年）より１０，０８１円増加して５０２，５６７円でした。
そのうち世帯主の勤め先収入は３７８，７９８円で、実収入全体の７５．４％を占めています。また、
世帯主の配偶者の勤め先収入は５１，２２４円で、実収入全体の１０．２％を占めています。
実支出は４０６，４１２円で、そのうち税金・社会保険料等を除いた消費支出は、前回調査よ

り８，９１８円減少して３１７，５８５円でした。消費支出のうち食料費は７５，７８５円で、エンゲル係数
（消費支出に占める食料費の割合）は２３．９％（前回調査比１．８ポイント上昇）でした。

※表＊１～４及びグラフは、二人以上の世帯のうち勤労者世帯の数値です。

～昭和３９年「東京オリンピック」当時の家計～

約２年後に迫った「東京オリンピック・パラリンピック」。前回の開催は約半世紀前の昭和
３９年でした。そこで、当時の埼玉県における家計について調べてみました。

当時の日本は高度経済成長期のただ中にありまし
た。１世帯（二人以上の勤労者世帯）当たり１か月間の
収入と支出をみると、実収入は５４，２２０円で平成２６年
の約１０分の１でした。
一方、可処分所得に対する消費支出の割合（平均
消費性向）は平成２６年と比べてかなり高い状況でし
た。（表）

たとえば、当時、家電製品の三種の神器と言われ
ていたテレビ、洗濯機、冷蔵庫は、当時の実収入か
ら考えるとかなり高価なものでしたが（P７１コラム
表参照）、こうした耐久財の消費も盛んでした。
なかでもテレビは高い需要があり、昭和３９年頃に

はほぼ全世帯が所有していたと考えられます。（グ
ラフ）

注）１ テレビ 昭和３４年、３９年は白黒テレビ、昭和４４
年は白黒テレビ（１，１２４台）と
カラーテレビ（１９７台）の合算。

２ 冷蔵庫 電気冷蔵庫とガス
冷蔵庫の合算。

１世帯当たり１か月間の収入と支出（平成２６年）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

実収入
（１世帯当たり・

１か月間）

消費支出
（１世帯当たり・

１か月間）
貯蓄現在高
（１世帯当たり）

負債現在高
（１世帯当たり）

単 位 円 順位 円 順位 千円 順位 千円 順位
全 国 ４８４，７１４ ３１３，７４７ １１，７９０ ７，００３

北 海 道 ４５５，３５３ ３３ ２９８，９０３ ３１ ８，４１０ ４３ ５，８７４ ２７
青 森 県 ４０８，８７１ ４６ ２６０，７２６ ４６ ６，４２５ ４６ ５，６４２ ３０
岩 手 県 ４６２，３８７ ３１ ３１５，５６６ １８ ９，４９７ ３３ ５，５９３ ３２
宮 城 県 ４６８，０５９ ２８ ３１８，１８１ １３ ９，３９７ ３５ ５，８８０ ２６
秋 田 県 ４８０，０８５ ２５ ２９２，２７３ ３５ ８，５６２ ４０ ６，１０２ ２３

山 形 県 ５１２，０８０ ６ ３１８，９４８ １２ ９，４５７ ３４ ６，２８９ ２０
福 島 県 ４８３，２７４ ２４ ３０１，２９３ ２７ １０，１２７ ２９ ６，４７０ １８
茨 城 県 ５１３，２０３ ５ ３２２，７３０ １０ １１，９６２ ２１ ６，２５１ ２１
栃 木 県 ５０８，２５３ ８ ３３２，６４３ ４ １２，０６２ １８ ７，１３１ １０
群 馬 県 ４６２，２８０ ３２ ３００，３０１ ２８ ９，９２７ ３１ ６，８０６ １３

埼 玉 県 ５０２，５６７ １０ ３１７，５８５ １５ １２，５４４ １４ ８，２４８ ３
千 葉 県 ４９８，５５６ １５ ３２５，３８０ ７ １３，３２５ １１ ７，９４５ ４
東 京 都 ５３１，１５０ ３ ３４５，０２７ １ １４，１８４ ４ ９，４７１ １
神奈川県 ５１３，８４２ ４ ３３６，３３９ ３ １４，０２４ ６ ８，８３４ ２
新 潟 県 ４９１，２１４ １９ ２９８，３４２ ３２ １１，３００ ２７ ６，６３２ １５

富 山 県 ５５４，１３０ １ ３４２，６８０ ２ １４，１６０ ５ ５，１９９ ３６
石 川 県 ４８７，１３９ ２２ ３２２，９７８ ９ １２，２０４ １７ ５，５６５ ３３
福 井 県 ５４１，８６１ ２ ３１６，８５９ １６ １６，０１５ １ ５，９３６ ２５
山 梨 県 ４９８，８７５ １４ ２９６，８６５ ３３ １１，３１４ ２６ ５，１５３ ３８
長 野 県 ４９５，３４４ １７ ３１５，３５２ ２０ １１，５７０ ２３ ５，７３０ ２８

岐 阜 県 ５０１，９８９ １１ ３０５，０３８ ２４ １３，９１６ ７ ５，６２０ ３１
静 岡 県 ４９９，８９８ １３ ３２０，４２９ １１ １２，３０４ １６ ７，３５２ ８
愛 知 県 ５０７，８４７ ９ ３２６，２６６ ６ １４，２８２ ３ ７，０２７ １１
三 重 県 ４８８，４３４ ２０ ３１７，７１６ １４ １３，３６７ １０ ６，８１４ １２
滋 賀 県 ４９１，７０６ １８ ３１５，４３０ １９ １３，７２８ ９ ７，５１４ ５

京 都 府 ４６３，４７３ ３０ ３０３，６８４ ２６ １１，４８５ ２４ ７，１８４ ９
大 阪 府 ４４２，２３２ ３８ ２９５，４５２ ３４ １０，３１６ ２８ ７，３９５ ７
兵 庫 県 ４７６，９０７ ２６ ３１３，７４１ ２１ １２，４４５ １５ ６，７５９ １４
奈 良 県 ４８８，０８０ ２１ ３２３，５４９ ８ １２，８６３ １２ ６，５３９ １７
和歌山県 ４３６，６３４ ４１ ２６７，１９７ ４５ １０，０１５ ３０ ６，１２９ ２２

鳥 取 県 ４７５，２０７ ２７ ２８８，３３８ ３６ １１，９８０ ２０ ５，２７３ ３５
島 根 県 ４９８，３３３ １６ ３０８，６９９ ２３ １３，７７０ ８ ４，０６２ ４６
岡 山 県 ４６５，７１３ ２９ ３００，１５２ ２９ １１，７６１ ２２ ６，３６８ １９
広 島 県 ４８６，５６３ ２３ ３１３，３０８ ２２ １２，０１８ １９ ５，６８１ ２９
山 口 県 ４５０，７８１ ３４ ２９９，４５１ ３０ １２，８３５ １３ ５，１３７ ３９

徳 島 県 ５０１，３１７ １２ ３１５，５８２ １７ １１，３２６ ２５ ４，８６３ ４２
香 川 県 ５１１，９０５ ７ ３２６，３２７ ５ １４，３８３ ２ ４，８６０ ４３
愛 媛 県 ４４０，２５９ ４０ ２８３，１９０ ４１ ９，７１０ ３２ ５，４８４ ３４
高 知 県 ４４４，４５３ ３７ ２８７，１７５ ３７ ８，７６７ ３８ ４，４５２ ４５
福 岡 県 ４４８，１１４ ３６ ３０４，９６７ ２５ ９，２８８ ３６ ５，０１８ ４０

佐 賀 県 ４４９，２９１ ３５ ２８３，７９８ ４０ ８，８８３ ３７ ５，０１１ ４１
長 崎 県 ４３４，４５４ ４２ ２８４，１４０ ３９ ８，４７７ ４１ ３，７９１ ４７
熊 本 県 ４４０，２８９ ３９ ２７５，３７０ ４４ ８，５８３ ３９ ７，４９５ ６
大 分 県 ４１２，３０７ ４５ ２８５，６３８ ３８ ８，１２６ ４４ ４，６１４ ４４
宮 崎 県 ４１８，３２８ ４４ ２７９，１３３ ４３ ８，４５０ ４２ ５，１６５ ３７

鹿児島県 ４３３，３４０ ４３ ２８０，０７９ ４２ ６，９５１ ４５ ６，６０４ １６
沖 縄 県 ３７０，４０４ ４７ ２４７，６５１ ４７ ４，０９５ ４７ ６，０３７ ２４
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「全国消費実態調査」総務省統計局HP 平成２６年９～１１月 ５年
＊３，４「全国消費実態調査」総務省統計局HP 平成２６年１１月末 ５年

項 目 昭和３９年 平成２６年
実 収 入 ５４，２２０円 ５０２，５６７円
実 支 出 ４９，９４８円 ４０６，４１２円
可 処 分 所 得 ４９，２８７円 ４１３，７４１円
消 費 支 出 ４５，０１６円 ３１７，５８５円
平均消費性向 ９１．３％ ７６．８％
エンゲル係数 ３６．２％ ２３．９％

資料：「全国消費実態調査」総務省統計局HP

◆１世帯当たり１か月間の収入と支出◆
（二人以上・勤労者世帯）

◆主な家電製品の１，０００世帯当たり所有台数◆
（二人以上・勤労者世帯）

資料：「全国消費実態調査」総理府統計局
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３２ 物価

消費者物価指数（総合）は前年に比べ０．３％低下
「消費者物価指数年報」によると、平成２８年平均のさいたま市の消費者物価指数（平成２７
年＝１００）は、総合指数が前年に比べ０．３％低下して９９．７でした。
「小売物価統計調査（構造編）」によると、平成２８年平均のさいたま市の消費者物価地域差
指数（持家の帰属家賃を除く総合）は、全国平均を１００とすると１０３．１でした。また、消費者
物価地域差指数の食料指数は、全国平均を１００とすると１０２．０でした。

※表＊１～４は、各都道府県庁所在市（東京都については東京都区部）の数値です。
※表＊２，３及び文中の全国平均とは、都道府県庁所在市（東京都については東京都区部）及
び政令指定都市（川崎市、相模原市、浜松市、堺市、北九州市）の数値の平均です。

～昭和３９年「東京オリンピック」当時の物価～

前回の「東京オリンピック」当時（昭和３９年）と平成２８年の物価を比較してみました。
まず、主な品目の価格を比較（表）すると、同じ品目でも調査の年によって銘柄や性能等の
違いはありますが、バナナのようにあまり変わっていないものもあれば、かなり価格が上昇
したものもあります。
また、こうした価格変化を総合した消費者物価指数の推移（グラフ）をみると、平成２８年は
昭和３９年の約４．３倍に上昇していることがわかります。

主な消費者物価指数の推移（さいたま市・平成２７年＝１００）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

消費者物価指数・総合
（平成２７年＝１００）

消費者物価地域差指数・
持家の帰属家賃を除く 総合
（全国平均＝１００）

消費者物価地域差指数・
食料（全国平均＝１００）

家 賃
（民営借家・１か月）

単 位 ― 順位 ― 順位 ― 順位 円／３．３㎡ 順位
全 国 ９９．９ １００．０ １００．０ …

北 海 道 ９９．５ ４６ ９９．１ ２０ ９９．７ ３０ ３，７１５ ３７
青 森 県 ９９．５ ４６ ９８．９ ２７ ９７．９ ４１ ３，６９４ ３８
岩 手 県 ９９．８ ２７ ９９．０ ２３ ９８．５ ３８ ４，１６８ １７
宮 城 県 ９９．８ ２７ ９８．７ ３１ ９７．４ ４３ ４，５７１ １１
秋 田 県 ９９．９ ２０ ９７．７ ４０ ９７．５ ４２ ３，９７４ ２９

山 形 県 ９９．６ ４２ １００．４ １２ １０１．２ １８ ４，１３７ １９
福 島 県 ９９．９ ２０ １０１．２ ６ １０３．５ ２ ４，０７６ ２５
茨 城 県 ９９．６ ４２ ９８．４ ３４ ９９．１ ３５ ４，０６４ ２６
栃 木 県 ９９．７ ３４ ９９．４ １６ １０１．３ １６ ３，９３６ ３１
群 馬 県 ９９．８ ２７ ９５．９ ４７ ９８．２ ４０ ３，６７９ ３９

埼 玉 県 ９９．７ ３４ １０３．１ ３ １０２．０ １１ ６，２８１ ３
千 葉 県 １００．１ １１ １００．７ ８ １０１．６ １４ ５，０６２ ８
東 京 都 ９９．８ ２７ １０５．２ １ １０３．４ ３ ８，６２０ １
神奈川県 ９９．８ ２７ １０４．９ ２ １０２．９ ７ ６，９８１ ２
新 潟 県 ９９．９ ２０ ９９．３ １８ １０１．０ １９ ４，２９５ １４

富 山 県 ９９．８ ２７ ９８．８ ３０ １０１．７ １２ ４，００２ ２８
石 川 県 ９９．７ ３４ １００．６ １０ １０３．３ ４ ４，０１１ ２７
福 井 県 １００．３ ３ ９９．０ ２３ １０２．６ ９ ３，５３３ ４５
山 梨 県 ９９．６ ４２ ９８．９ ２７ ９９．９ ２９ ３，８６６ ３３
長 野 県 ９９．７ ３４ ９７．２ ４２ ９４．１ ４６ ３，６７６ ４０

岐 阜 県 ９９．７ ３４ ９８．０ ３７ ９８．５ ３８ ３，５７４ ４３
静 岡 県 ９９．６ ４２ ９９．１ ２０ ９９．２ ３４ ４，７６５ １０
愛 知 県 ９９．７ ３４ ９９．４ １６ ９８．９ ３７ ４，９４４ ９
三 重 県 ９９．７ ３４ ９８．３ ３５ ９９．６ ３３ ３，７８５ ３５
滋 賀 県 １００．２ ６ １００．４ １２ １０１．０ １９ ４，０８９ ２３

京 都 府 １００．０ １５ １００．９ ７ １００．６ ２２ ５，３１０ ７
大 阪 府 ９９．９ ２０ １００．７ ８ ９９．７ ３０ ５，８３５ ４
兵 庫 県 １００．２ ６ １０１．５ ５ １００．４ ２４ ５，７０３ ５
奈 良 県 ９９．８ ２７ ９６．０ ４６ ９２．６ ４７ ４，１０５ ２２
和歌山県 １００．１ １１ ９９．９ １４ １００．０ ２７ ３，５８２ ４２

鳥 取 県 １００．０ １５ ９８．０ ３７ １００．９ ２１ ４，１１１ ２１
島 根 県 ９９．７ ３４ １００．５ １１ １０３．１ ５ ４，１８３ １６
岡 山 県 ９９．９ ２０ ９８．５ ３３ １００．４ ２４ ４，３５７ １３
広 島 県 １００．０ １５ ９９．０ ２３ １０１．７ １２ ４，２０４ １５
山 口 県 １００．０ １５ ９９．０ ２３ １０１．３ １６ ３，４８０ ４７

徳 島 県 １００．２ ６ ９９．８ １５ １０２．７ ８ ３，９５４ ３０
香 川 県 ９９．９ ２０ ９８．９ ２７ ９９．０ ３６ ４，１３６ ２０
愛 媛 県 １００．０ １５ ９８．３ ３５ ９９．７ ３０ ３，５０２ ４６
高 知 県 ９９．９ ２０ ９９．２ １９ １０３．０ ６ ３，９１８ ３２
福 岡 県 １００．５ １ ９７．６ ４１ ９６．２ ４５ ４，１６５ １８

佐 賀 県 １００．２ ６ ９６．５ ４５ ９６．３ ４４ ３，５４５ ４４
長 崎 県 １００．２ ６ １０１．８ ４ １０１．４ １５ ５，５６０ ６
熊 本 県 １００．５ １ ９８．６ ３２ １０２．２ １０ ３，７６４ ３６
大 分 県 １００．１ １１ ９８．０ ３７ １００．６ ２２ ３，６４７ ４１
宮 崎 県 １００．３ ３ ９６．９ ４３ １００．０ ２７ ３，８２８ ３４

鹿児島県 １００．１ １１ ９６．６ ４４ １００．２ ２６ ４，４０９ １２
沖 縄 県 １００．３ ３ ９９．１ ２０ １０５．１ １ ４，０８９ ２３
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１ 「消費者物価指数年報」総務省統計局HP 平成２８年平均 毎年
＊２，３「小売物価統計調査（構造編）」総務省統計局HP 平成２８年平均 毎年
＊４ 「小売物価統計調査（動向編）」総務省統計局HP 平成２８年平均 毎年

品 目 昭和３９年
（浦和市）

平成２８年
（さいたま市）

牛肉ロース１００g １２０ ８４７
みかん１kg １４７ ６２３
バナナ１kg ２０２ ２６４
中華そば１杯 ５７．２ ４６３

喫茶店のコーヒー１杯 ７４．５ ４２５
テレビ１台 ４７，５００ ５５，０３７
電気冷蔵庫１台 ５０，０００ １６１，０８１
電気洗濯機１台 １９，５００ １００，２０３

民営家賃（３．３㎡・１か月） ４９０ ６，２８１

資料：「消費者物価指数年報」総務省統計局HP

◆さいたま市における主な品目の価格◆ ◆消費者物価指数の推移（全国）◆
（単位：円）

注）１ 持家の帰属家賃を除く総合。
２ 平成２７年平均を１００とした推移。

資料：「消費者物価指数」総務省統計局HP

資料：「小売物価統計調査年報」総務省統計局
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持ち家に住む世帯数
持ち家以外の住宅に住む世帯数
持ち家率

（世帯数：万世帯） （持ち家率：％）
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３３ 住宅

持ち家の割合は前回調査より上昇
「国勢調査」によると、平成２７年１０月１日現在、持ち家に住んでいる一般世帯の割合（持ち
家率）は、前回調査（平成２２年）より０．７ポイント上昇して６７．０％でした。

総住宅数の３．４％が理由のない空き家
「住宅・土地統計調査」によると、平成２５年１０月１日現在、総住宅数３２６万６千戸のうち、
賃貸用住宅、売却用住宅、別荘などの二次的住宅を除いた理由のない空き家の割合は３．４％
で、全国第４５位でした。
また、１住宅当たり延べ面積は８５．４４㎡で、全国第４３位でした。

空き家 空き家総数のうち賃貸用住宅、売却用住宅、別荘などの二次的住宅を除いた
空き家。
空き家数（賃貸用住宅、売却用住宅、別荘などの二次的住宅を除く）空き家率 ――――――――――――――――――――――――――――――――×１００総住宅数

着工新設住宅戸数は、前年比８．１％の上昇
「建築着工統計調査」によると、平成２８年の着工新設住宅戸数は、前年より８．１％上昇し
て６１，９８１戸でした。

※表＊１、グラフ及び文中の世帯は、「住宅に住む一般世帯」のことです。

～住宅地平均価格の推移～
「都道府県地価調査」によると、本県の
平成２９年の住宅地の１㎡当たり平均価格
は、１１０，０００円で、東京都（３４２，６００円）、
神奈川県（１７６，２００円）、大阪府（１４８，３００
円）に次いで全国第４位でした。
毎年の推移をみると、全国の価格を上
回って推移しており、
平成２６年からは４年連
続で上昇しています。

世帯主の年代別、住宅の所有別世帯数と持ち家率（平成２７年１０月１日現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

持ち家率
空き家率

（賃貸用住宅、売却用住
宅、二次的住宅を除く）

１住宅当たり
延べ面積 着工新設住宅戸数

単 位 ％ 順位 ％ 順位 ㎡ 順位 戸 順位
全 国 ６２．３ ５．３ ９２．９７ ９６７，２３７

北 海 道 ５６．８ ４３ ５．１ ３７ ９１．３９ ３８ ３６，９５３ ８
青 森 県 ７１．２ １３ ６．２ ２９ １２１．０６ １１ ６，４９４ ３７
岩 手 県 ６８．７ ２３ ７．４ １９ １２０．７０ １３ ８，２２６ ２８
宮 城 県 ５８．８ ４２ ４．２ ４２ ９５．８６ ３４ ２１，７４７ １２
秋 田 県 ７８．０ ２ ７．５ １８ １３６．５８ ４ ４，１８４ ４３

山 形 県 ７５．０ ４ ５．１ ３６ １３８．７８ ３ ５，６７５ ３８
福 島 県 ６６．１ ３１ ５．９ ３０ １１２．９４ １５ １８，４２２ １３
茨 城 県 ７０．７ １４ ５．３ ３５ １０７．３１ ２５ ２３，３５０ １１
栃 木 県 ６９．６ １９ ５．７ ３３ １０８．５１ ２２ １４，２６６ １７
群 馬 県 ７１．４ １２ ６．２ ２８ １０８．３２ ２３ １３，６１０ １８

埼 玉 県 ６７．０ ２７ ３．４ ４５ ８５．４４ ４３ ６１，９８１ ５
千 葉 県 ６６．０ ３２ ４．６ ４１ ８８．５３ ３９ ４９，５７２ ６
東 京 都 ４７．７ ４７ ２．１ ４７ ６３．５４ ４７ １４８，２７５ １
神奈川県 ６０．５ ４１ ３．１ ４６ ７５．９２ ４４ ７７，０５４ ２
新 潟 県 ７４．６ ５ ７．２ ２２ １３２．６４ ５ １３，０１２ ２０

富 山 県 ７８．１ １ ７．０ ２４ １５０．０８ １ ７，２５２ ３２
石 川 県 ６９．５ ２０ ７．０ ２５ １２７．５８ ７ ７，５２４ ２９
福 井 県 ７５．７ ３ ７．３ ２１ １４３．８３ ２ ４，０２９ ４４
山 梨 県 ６９．８ １７ ８．０ １４ １１１．０５ ２０ ４，８６６ ４０
長 野 県 ７２．０ １１ ７．６ １６ １２５．６９ ８ １１，９１４ ２２

岐 阜 県 ７４．１ ７ ６．６ ２７ １２２．３２ １０ １０，５２１ ２５
静 岡 県 ６７．７ ２４ ５．０ ３８ １０３．５４ ２６ ２４，９５１ １０
愛 知 県 ６０．６ ４０ ３．９ ４４ ９３．４６ ３７ ６２，３７７ ４
三 重 県 ７３．８ ８ ８．３ ９ １１２．９０ １６ １０，５４８ ２４
滋 賀 県 ７２．６ １０ ５．９ ３１ １２０．９１ １２ ９，３９９ ２６

京 都 府 ６２．０ ３８ ５．９ ３２ ８６．０２ ４１ １７，０１７ １５
大 阪 府 ５６．３ ４４ ４．７ ４０ ７５．０１ ４６ ６９，４６６ ３
兵 庫 県 ６５．１ ３４ ５．４ ３４ ９３．９２ ３６ ３４，２２４ ９
奈 良 県 ７３．４ ９ ６．９ ２６ １１１．４６ １９ ６，７３４ ３６
和歌山県 ７４．２ ６ １０．１ ３ １０８．００ ２４ ４，８０６ ４１

鳥 取 県 ６９．４ ２２ ８．３ １０ １２４．７２ ９ ２，８５７ ４７
島 根 県 ７０．７ １５ ９．５ ６ １２８．７５ ６ ３，４７７ ４５
岡 山 県 ６７．０ ２８ ８．１ １２ １１０．３７ ２１ １３，４０５ １９
広 島 県 ６１．９ ３９ ７．３ ２０ ９６．０２ ３３ １８，３４６ １４
山 口 県 ６７．４ ２５ ８．９ ８ １０３．３１ ２７ ８，４０１ ２７

徳 島 県 ６９．８ １８ ９．９ ４ １１１．９５ １８ ４，５０６ ４２
香 川 県 ７０．５ １６ ９．７ ５ １１２．７５ １７ ６，８９８ ３５
愛 媛 県 ６７．１ ２６ ９．５ ７ １００．４８ ２８ ７，２７８ ３１
高 知 県 ６６．９ ２９ １０．６ ２ ９４．０３ ３５ ３，０９８ ４６
福 岡 県 ５３．８ ４５ ４．７ ３９ ８５．５４ ４２ ４２，８５６ ７

佐 賀 県 ６９．５ ２１ ７．１ ２３ １１６．３１ １４ ５，４６３ ３９
長 崎 県 ６５．１ ３５ ８．１ １３ ９８．３２ ３１ ７，１４７ ３３
熊 本 県 ６４．０ ３６ ７．５ １７ １００．１６ ２９ １２，７６６ ２１
大 分 県 ６３．７ ３７ ７．７ １５ ９８．５３ ３０ ７，１３９ ３４
宮 崎 県 ６６．５ ３０ ８．２ １１ ９６．８１ ３２ ７，３３７ ３０

鹿児島県 ６５．３ ３３ １１．０ １ ８８．３２ ４０ １１，６１３ ２３
沖 縄 県 ４８．６ ４６ ３．９ ４３ ７５．６０ ４５ １６，２０１ １６
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１ 「国勢調査」総務省統計局HP 平成２７年１０月１日 ５年
＊２，３「住宅・土地統計調査」総務省統計局HP 平成２５年１０月１日 ５年
＊４ 「建築着工統計調査」国土交通省HP 平成２８年 毎年

資料：「国勢調査」総務省統計局HP

資料：「都道府県地価調査」（一財）土地情報センターHP
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0 6 12 18 24

女性

男性 睡眠
 7時間35分
睡眠

 7時間35分

7時間28分7時間28分

食事、身の回りの用事
2時間54分 

3時間
18分
3時間
18分
3時間
18分

通勤・通学、
仕事、学業
6時間22分

3時間
29分
3時間
29分

家事関連
46分

3時間38分3時間38分3時間38分

趣味・娯楽等自由時間活動 
1時間29分

1時間3分 

その他
1時間8分

1時間21分 

休養等自由時間活動
3時間48分 

3時間42分3時間42分

(時間)

おしえてコバトン

３４ 生活時間

通勤・通学時間は全国第４位
「社会生活基本調査」によると、平成２８年の１０歳以上の人の１日の生活時間は、前回調査（平
成２３年）より、１次活動時間が４分増加の１０時間３７分、２次活動時間が１分減少して７時間７分、
３次活動時間は３分減少して６時間１６分でした。
仕事、家事など義務的な性格の強い２次活動について男女別にみると、活動時間は男性

が７時間７分で前回調査より２分増加し、女性は７時間８分で前回調査より４分減少しています。
活動時間は男女であまり違いはありませんが、その内訳をみると家事関連時間は男性が４６
分（前回調査より４分増加）、女性が３時間３８分（同６分減少）と、前回調査に引き続き大きな
差があります。一方、通勤・通学、仕事、学業を合計した時間は、男性６時間２２分、女性３
時間２９分となっています。
なお、２次活動のうち通勤・通学時間（男女合計）は前回調査と同じ４１分で、神奈川県、

千葉県、東京都に次いで全国第４位でした。

１次活動 睡眠、食事など生理的に必要な活動。
２次活動 仕事、家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動。
家事関連時間 家事、介護・看護、育児及び買い物時間の合計。

３次活動 １次、２次活動以外で各人が自由に使える時間における活動。

※表＊１～４、グラフ及び文中の生活時間は、週全体の１人１日当たりの総平均（該当する種
類の行動をしなかった人を含む全員（１０歳以上）についての平均）時間です。

～男女別家事関連時間の推移～

家事関連の活動時間は、男性は前回調査（平
成２３年）では４２分（全国第２０位）でしたが、今回
（平成２８年）は４６分（同第７位）となっています。
同じく、女性は前回調査では２２４分（同第７位）
でしたが、今回は２１８分（同第４位）となっていま
す。
推移をみると男性が関わる時間は増加傾向に
ありますが、女性と比較す
ると依然として女性が中心
となっている様子がうかが
えます。

１日の生活時間（平成２８年）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

１次活動
（睡眠・食事等）

２次活動
（仕事・家事等）

３次活動
（自由時間） 通勤・通学

単 位 時間．分 順位 時間．分 順位 時間．分 順位 時間．分 順位
全 国 １０．４１ ６．５７ ６．２２ ０．３４

北 海 道 １０．４５ １７ ６．３１ ４５ ６．４４ １ ０．２５ ３５
青 森 県 １０．５８ ４ ６．３９ ４０ ６．２２ ２３ ０．２４ ４２
岩 手 県 １１．０１ ２ ６．４７ ３５ ６．１２ ４３ ０．２５ ３５
宮 城 県 １０．４６ １６ ６．５５ ２２ ６．１９ ３１ ０．３０ １４
秋 田 県 １１．０９ １ ６．２３ ４７ ６．２８ １１ ０．２２ ４７

山 形 県 １０．５５ ６ ６．４８ ３４ ６．１６ ３６ ０．２５ ３５
福 島 県 １０．４５ １７ ６．５６ ２０ ６．１９ ３１ ０．２８ ２３
茨 城 県 １０．４１ ２９ ６．５７ １８ ６．２１ ２４ ０．３３ ９
栃 木 県 １０．４７ １４ ６．５０ ２９ ６．２３ ２１ ０．２９ １９
群 馬 県 １０．４８ １１ ７．０７ ３ ６．０５ ４７ ０．３０ １４

埼 玉 県 １０．３７ ３９ ７．０７ ３ ６．１６ ３６ ０．４１ ４
千 葉 県 １０．３７ ３９ ７．０６ ５ ６．１７ ３３ ０．４３ ２
東 京 都 １０．４３ ２５ ７．０６ ５ ６．１２ ４３ ０．４２ ３
神奈川県 １０．３７ ３９ ７．１０ ２ ６．１４ ４１ ０．４６ １
新 潟 県 １０．４８ １１ ６．５６ ２０ ６．１６ ３６ ０．２８ ２３

富 山 県 １０．３９ ３４ ７．０１ １２ ６．２０ ２８ ０．２９ １９
石 川 県 １０．３４ ４５ ７．０６ ５ ６．２０ ２８ ０．２７ ２６
福 井 県 １０．４８ １１ ７．０５ ８ ６．０７ ４６ ０．２６ ２９
山 梨 県 １０．４４ ２１ ６．５９ １６ ６．１７ ３３ ０．２７ ２６
長 野 県 １０．５１ ７ ７．０１ １２ ６．０８ ４５ ０．２６ ２９

岐 阜 県 １０．３３ ４６ ７．０２ １１ ６．２５ １５ ０．３０ １４
静 岡 県 １０．３８ ３７ ６．４９ ３１ ６．３３ ８ ０．２９ １９
愛 知 県 １０．３０ ４７ ７．０４ ９ ６．２５ １５ ０．３５ ７
三 重 県 １０．３８ ３７ ６．５５ ２２ ６．２８ １１ ０．３１ １２
滋 賀 県 １０．４５ １７ ６．５８ １７ ６．１７ ３３ ０．３３ ９

京 都 府 １０．４７ １４ ６．５０ ２９ ６．２３ ２１ ０．３３ ９
大 阪 府 １０．３９ ３４ ６．４６ ３６ ６．３５ ６ ０．３６ ６
兵 庫 県 １０．３９ ３４ ６．５７ １８ ６．２４ １９ ０．３４ ８
奈 良 県 １０．４０ ３１ ６．５３ ２７ ６．２６ １４ ０．３７ ５
和歌山県 １０．４５ １７ ６．３６ ４３ ６．３９ ４ ０．２５ ３５

鳥 取 県 １０．４２ ２７ ６．５３ ２７ ６．２５ １５ ０．２６ ２９
島 根 県 １１．０１ ２ ６．４３ ３８ ６．１６ ３６ ０．２４ ４２
岡 山 県 １０．４４ ２１ ６．５４ ２６ ６．２１ ２４ ０．２９ １９
広 島 県 １０．４４ ２１ ６．５５ ２２ ６．２１ ２４ ０．３０ １４
山 口 県 １０．４２ ２７ ６．３８ ４１ ６．４０ ３ ０．２５ ３５

徳 島 県 １０．４９ １０ ６．４３ ３８ ６．２７ １３ ０．２５ ３５
香 川 県 １０．４１ ２９ ６．５５ ２２ ６．２４ １９ ０．２６ ２９
愛 媛 県 １０．４４ ２１ ６．３３ ４４ ６．４３ ２ ０．２５ ３５
高 知 県 １０．５６ ５ ６．２８ ４６ ６．３５ ６ ０．２６ ２９
福 岡 県 １０．３５ ４３ ７．０４ ９ ６．２１ ２４ ０．３１ １２

佐 賀 県 １０．４３ ２５ ７．０１ １２ ６．１６ ３６ ０．２６ ２９
長 崎 県 １０．３５ ４３ ６．４９ ３１ ６．３７ ５ ０．２７ ２６
熊 本 県 １０．４０ ３１ ７．００ １５ ６．２０ ２８ ０．２８ ２３
大 分 県 １０．４０ ３１ ６．４９ ３１ ６．３１ １０ ０．２４ ４２
宮 崎 県 １０．５１ ７ ６．３７ ４２ ６．３２ ９ ０．２４ ４２

鹿児島県 １０．５０ ９ ６．４５ ３７ ６．２５ １５ ０．２３ ４６
沖 縄 県 １０．３６ ４２ ７．１１ １ ６．１３ ４２ ０．３０ １４
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「社会生活基本調査」総務省統計局HP 平成２８年１０月 ５年

活動内容 平成１８年 平成２３年 平成２８年

男

性

家事 １４ １６ ２０
介護・看護 ２ １ ２
育児 ４ ７ ７
買い物 １６ １８ １７
計 ３６ ４２ ４６

（全国順位） （３０位） （２０位） （７位）

女

性

家事 １６１ １５４ １５１
介護・看護 ４ ４ ５
育児 ２８ ２８ ２６
買い物 ３７ ３８ ３６
計 ２３０ ２２４ ２１８

（全国順位） （３位） （７位） （４位）

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局HP

（単位：分）

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局HP
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75歳以上65～7455～6445～5435～4425～3415～2410～14歳

（％） 映画館以外での映画鑑賞
（テレビ・DVD・パソコンなど）
ＣＤ・スマートフォンなどによる音楽鑑賞
趣味としての読書
テレビゲーム・パソコンゲーム
（家庭で行うもの、携帯用を含む）
園芸・庭いじり・ガーデニング

男性 女性
（％）

スポーツ観覧（テレビ等は除く）

美術鑑賞（テレビ等は除く）
演芸・演劇・舞踊鑑賞
（テレビ等は除く）

映画館での映画鑑賞

音楽会などによる
クラシック音楽鑑賞

音楽会などによる
ポピュラー音楽・歌謡曲鑑賞

楽器の演奏

園芸・庭いじり・
ガーデニング

趣味としての
料理・菓子作り

趣味としての読書

写真の撮影・プリント

カラオケ
テレビゲーム・パソコンゲーム
（家庭で行うもの,携帯用を含む）

遊園地，動植物園，
水族館などの見物

ＣＤ・スマートフォンなどによる音楽鑑賞
映画館以外での映画鑑賞
(テレビ・DVD・パソコンなど)

2020

00

4040

6060

３５ 余暇

趣味・娯楽の行動者率は８９．３％
「社会生活基本調査」によると、平成２８年１０月現在、過去１年間に何らかの趣味・娯楽活
動を行った人は５，８５４千人でした。その行動者率（１０歳以上人口に占める行動者数の割合）
は８９．３％（男性８９．１％、女性８９．５％）で、前回調査（平成２３年）より１．４ポイント上昇し、全
国第４位でした。
行動者率を種類別にみると、「映画館以外での映画鑑賞（テレビ・DVD・パソコンなど）」

が５５．６％で最も高く、次いで「CD・スマートフォンなどによる音楽鑑賞」５３．０％、「映画館
での映画鑑賞」４４．７％の順でした。

教養娯楽への支出は全国第２位
「家計調査年報」によると、平成２８年のさいたま市の教養娯楽費（二人以上の世帯のうち
勤労者世帯、１か月間・年平均）は４１，５２４円で、全国第２位でした。

※表＊１～３の調査の対象は、１０歳以上の世帯員です。
※表＊４は、各都道府県庁所在市の数値です。

～年齢階級別主な趣味・娯楽の種類別行動者率～

主な趣味・娯楽の種類別行動者率を年
齢階級別にみると、「映画館以外での映画
鑑賞（テレビ・DVD・パソコンなど）」、
「CD・スマートフォンなどによる音楽
鑑賞」及び「テレビゲーム・パソコンゲー
ム（家庭で行うもの、携帯用を含む）」は
おおむね若い世代になるほど高くなって
います。また、「園芸・庭いじり・ガー
デニング」は65～74歳を中心に年齢が高
くなるにつれて上昇しています。
一方、「趣味としての読書」は、世代ご
との差は大きくありま
せんが、10～14歳で最
も高く、75歳以上で最
も低くなっています。

主な趣味・娯楽の種類別行動者率（平成２８年）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

趣味・娯楽の
行動者率
（総数）

CD・スマートフォン
などによる音楽鑑賞
の行動者率

趣味としての読書
の行動者率

教養娯楽費
（二人以上の世帯
のうち勤労者世帯）

単 位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位 円 順位
全 国 ８７．０ ４９．０ ３８．７ ３０，１３３

北 海 道 ８５．２ ２４ ４７．５ １５ ３７．８ １１ ３１，４９７ １０
青 森 県 ８０．７ ４５ ４１．３ ３９ ２９．７ ４６ １９，８１７ ４６
岩 手 県 ８４．０ ３０ ４２．２ ３４ ３３．９ ２５ ３２，１８１ ８
宮 城 県 ８６．７ １５ ５０．０ ８ ３９．４ ８ ３０，１１９ ２１
秋 田 県 ８０．３ ４７ ３８．６ ４７ ３１．５ ４０ ２１，９３９ ４５

山 形 県 ８４．０ ３０ ４０．７ ４３ ３２．１ ３８ ２９，１４７ ２７
福 島 県 ８３．４ ３６ ４１．６ ３６ ３３．９ ２５ ２９，９２７ ２３
茨 城 県 ８７．５ ９ ４７．９ １２ ３５．７ １９ ２６，８３１ ３５
栃 木 県 ８４．２ ２９ ４４．２ ２２ ３５．２ ２１ ２６，６７０ ３７
群 馬 県 ８６．３ １９ ４５．２ １９ ３５．１ ２２ ３０，６４９ １９

埼 玉 県 ８９．３ ４ ５３．０ ４ ４１．７ ４ ４１，５２４ ２
千 葉 県 ９０．６ １ ５３．３ ３ ４２．４ ３ ３７，４２０ ３
東 京 都 ９０．１ ２ ５９．０ １ ４９．６ １ ４１，７５２ １
神奈川県 ９０．１ ２ ５６．４ ２ ４３．９ ２ ３６，１１７ ４
新 潟 県 ８３．３ ３８ ４２．５ ３３ ３３．１ ３２ ２３，８９０ ４３

富 山 県 ８７．０ １２ ４５．０ ２０ ３７．０ １３ ２８，４３３ ２８
石 川 県 ８８．０ ８ ４５．７ １８ ３５．４ ２０ ３０，７２４ １６
福 井 県 ８５．４ ２２ ４２．９ ３０ ３３．１ ３２ ２４，９２３ ４１
山 梨 県 ８４．９ ２６ ４３．３ ２７ ３４．３ ２４ ３１，３２４ １２
長 野 県 ８５．６ ２１ ４４．１ ２４ ３６．４ １６ ２８，０１９ ３１

岐 阜 県 ８５．４ ２２ ４３．４ ２５ ３２．４ ３６ ３０，４５８ ２０
静 岡 県 ８６．６ １６ ４４．２ ２２ ３６．５ １５ ２４，９４７ ４０
愛 知 県 ８８．８ ５ ４９．９ ９ ３８．７ ９ ３０，８００ １５
三 重 県 ８６．６ １６ ４６．５ １７ ３３．８ ２９ ３０，９０６ １４
滋 賀 県 ８８．５ ６ ５０．２ ６ ３７．０ １３ ３３，５６６ ７

京 都 府 ８８．３ ７ ５１．１ ５ ４０．６ ５ ３５，１１０ ６
大 阪 府 ８６．６ １６ ５０．１ ７ ４０．１ ７ ２４，８５３ ４２
兵 庫 県 ８７．２ １０ ４７．８ １３ ３８．０ １０ ２９，３７２ ２６
奈 良 県 ８６．９ １４ ４７．８ １３ ４０．４ ６ ３５，７９２ ５
和歌山県 ８３．４ ３６ ４１．６ ３６ ２９．５ ４７ ２９，６２６ ２５

鳥 取 県 ８３．１ ３９ ４１．５ ３８ ３３．９ ２５ ２６，２６０ ３９
島 根 県 ８４．０ ３０ ４０．３ ４５ ３３．３ ３１ ２８，１０５ ２９
岡 山 県 ８７．０ １２ ４４．７ ２１ ３７．８ １１ ２７，８２１ ３２
広 島 県 ８７．１ １１ ４７．５ １５ ３５．９ １８ ２９，６９９ ２４
山 口 県 ８４．３ ２８ ４３．２ ２８ ３４．５ ２３ ３０，７１９ １７

徳 島 県 ８２．１ ４３ ４１．３ ３９ ３３．５ ３０ ２６，７５７ ３６
香 川 県 ８５．２ ２４ ４２．７ ３１ ３３．９ ２５ ３０，６７１ １８
愛 媛 県 ８３．６ ３４ ４２．６ ３２ ３２．９ ３５ ３１，３６４ １１
高 知 県 ８０．５ ４６ ４０．４ ４４ ３０．８ ４３ ３１，７１１ ９
福 岡 県 ８６．３ １９ ４８．１ １１ ３６．０ １７ ３１，１２４ １３

佐 賀 県 ８３．１ ３９ ４３．０ ２９ ３１．３ ４２ ２８，０４６ ３０
長 崎 県 ８３．０ ４１ ４３．４ ２５ ３１．５ ４０ ２２，４０３ ４４
熊 本 県 ８２．３ ４２ ４０．８ ４２ ３１．７ ３９ ２６，６０８ ３８
大 分 県 ８４．５ ２７ ４１．３ ３９ ３２．４ ３６ ２７，３７８ ３４
宮 崎 県 ８１．０ ４４ ３９．７ ４６ ３０．７ ４４ ３０，０２７ ２２

鹿児島県 ８３．５ ３５ ４２．０ ３５ ３０．５ ４５ ２７，７９４ ３３
沖 縄 県 ８３．９ ３３ ４８．４ １０ ３３．０ ３４ １９，４３７ ４７
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～３「社会生活基本調査」総務省統計局HP 平成２８年１０月 ５年
＊４ 「家計調査年報」総務省統計局HP 平成２８年平均 毎年

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局HP

資料：「平成２８年社会生活基本調査」総務省統計局HP
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海外・男性

３６ 旅行

国内観光旅行の行動者率は、全国第２位
「社会生活基本調査」によると、平成２８年１０月現在、過去１年間に国内観光旅行（１泊２日以
上）をした人は３，６１６千人でした。行動者率（１０歳以上人口に占める行動者数の割合）は
５５．２％で、前回調査（平成２３年）より４．７ポイント上昇し、全国第２位でした。
また、海外観光旅行（１泊２日以上）の行動者率は８．１％で、前回調査より０．１ポイント上昇

し、全国第５位でした。

日本人出国者数 男性は４０歳代、女性は２０歳代が最多
「出入国管理統計」によると、平成２８年の本県を住所地とする日本人出国者数は、９６７，７０９
人（男性５４４，０８９人、女性４２３，６２０人）で前年より４５，４３７人増加し、全国第６位でした。年齢
階級別にみると、男性は４０歳代が１３１，２６０人、女性は２０歳代が１１１，６３１人で最も多くなって
います。
「旅券統計」によると、平成２８年の一般旅券発行数は、前年より２６，７７２冊増加して２２７，０７２
冊でした。

※表＊１，２の調査の対象は、１０歳以上の世帯員です。
※表＊３の全国計は、住所地が外国の者及び不詳を含みます。
※表＊４の数値は、在外公館での旅券発行分を含みません。

～男女別・年齢階級別観光旅行の行動者率～

平成２７年１０月２０日からの１年間に観光旅
行をした人の割合を男女別・年齢階級別に
みると、国内観光旅行（１泊２日以上）では、
男性は１０～１４歳が、女性は２５～３４歳が最も
高く、男性６８．１％、女性７０．７％でした。
海外観光旅行（１泊２日以上）では、男女共
に２５～３４歳が最も高く、
女性は２０．７％と男性１０．３％
の約２倍になっています。

年齢階級別日本人出国者数（平成２８年）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

国内観光旅行の
行動者率

海外観光旅行の
行動者率 日本人出国者数 一般旅券発行数

単 位 ％ 順位 ％ 順位 人 順位 冊 順位
全 国 ４８．９ ７．２ １７，１１６，４２０ ３，７３８，３８０

北 海 道 ４３．１ ３１ ４．３ ２８ ３０８，７９３ １１ ９８，８１１ ９
青 森 県 ３２．９ ４６ ２．４ ４５ ３９，６７８ ４３ １４，９０４ ４２
岩 手 県 ３７．７ ４３ ２．１ ４６ ４１，９１７ ４２ １５，１５６ ４１
宮 城 県 ４７．７ １９ ４．７ ２３ １４７，８０６ ２１ ４５，７８２ １６
秋 田 県 ４１．４ ３４ ２．１ ４６ ３２，９０５ ４５ １１，３４１ ４４

山 形 県 ４６．５ ２４ ４．０ ３３ ４８，８５６ ３９ １７，４８８ ３８
福 島 県 ４７．１ ２１ ３．３ ４０ １０３，３４７ ２６ ３４，４０２ ２６
茨 城 県 ４６．８ ２２ ５．４ １７ ２８０，７８４ １２ ７０，５２５ １２
栃 木 県 ４６．４ ２５ ５．４ １７ １７６，７５７ １８ ４５，０４５ １９
群 馬 県 ４７．４ ２０ ４．９ ２１ １６２，６３１ １９ ４５，０９８ １８

埼 玉 県 ５５．２ ２ ８．１ ５ ９６７，７０９ ６ ２２７，０７２ ５
千 葉 県 ５３．１ ７ ９．４ ３ ９９６，９４８ ５ ２１４，７３５ ６
東 京 都 ５６．８ １ １３．８ １ ３，５９０，３５０ １ ６６３，０８１ １
神奈川県 ５４．３ ５ １０．６ ２ １，８１６，３１１ ２ ３７０，１７１ ２
新 潟 県 ５０．６ １１ ３．２ ４１ １２５，４８６ ２３ ４０，４２９ ２３

富 山 県 ５４．５ ４ ５．０ １９ ７８，５８５ ３０ ２３，５５３ ３１
石 川 県 ５０．９ １０ ６．２ １４ ９３，３７５ ２７ ２８，９６０ ２７
福 井 県 ４９．０ １４ ４．８ ２２ ６０，５４６ ３７ １７，７７８ ３７
山 梨 県 ４７．８ １７ ６．７ １２ ７４，８１０ ３３ ２０，１２２ ３５
長 野 県 ４７．８ １７ ４．６ ２４ １６０，２３５ ２０ ４５，３７７ １７

岐 阜 県 ４８．２ １５ ６．９ １１ ２０８，９０５ １４ ５２，７１８ １４
静 岡 県 ４６．８ ２２ ５．６ １６ ３８６，７６６ １０ ９７，０４５ １０
愛 知 県 ５５．０ ３ ８．０ ８ １，０９６，４４６ ４ ２５１，１２８ ４
三 重 県 ５１．３ ９ ６．３ １３ １８５，１３１ １７ ４６，７６８ １５
滋 賀 県 ５４．２ ６ ７．４ １０ １９１，５５３ １５ ４４，６１１ ２０

京 都 府 ４９．８ １２ ８．０ ８ ３８７，６３５ ９ ９０，１８９ １１
大 阪 府 ４８．０ １６ ８．１ ５ １，３５７，０５３ ３ ３０７，７２４ ３
兵 庫 県 ４９．１ １３ ８．４ ４ ８２８，８４１ ７ １８４，６４６ ７
奈 良 県 ５２．１ ８ ８．１ ５ １９０，２７７ １６ ４４，０４６ ２１
和歌山県 ４２．５ ３３ ４．５ ２６ ７６，８５５ ３２ ２０，９５６ ３３

鳥 取 県 ３９．７ ３９ ３．１ ４２ ３３，０６６ ４４ １０，３４８ ４６
島 根 県 ３９．７ ３９ ３．１ ４２ ２７，７４４ ４７ ９，７８２ ４７
岡 山 県 ４４．２ ２８ ５．０ １９ １４７，３５２ ２２ ４１，９３５ ２２
広 島 県 ４４．０ ２９ ４．２ ３０ ２３５，６６２ １３ ６５，９１４ １３
山 口 県 ４２．９ ３２ ４．６ ２４ ８９，８７９ ２８ ２５，９２０ ２８

徳 島 県 ４１．４ ３４ ４．３ ２８ ４５，７６５ ４１ １３，１８８ ４３
香 川 県 ４０．７ ３７ ３．８ ３５ ６７，３８８ ３４ １９，６６８ ３６
愛 媛 県 ４１．１ ３６ ３．５ ３８ ７７，４２５ ３１ ２２，９６０ ３２
高 知 県 ３３．０ ４５ ３．８ ３５ ３２，５６３ ４６ １０，６８６ ４５
福 岡 県 ４６．０ ２６ ６．２ １４ ５６９，４０９ ８ １４９，８５６ ８

佐 賀 県 ４３．７ ３０ ４．２ ３０ ５５，６１７ ３８ １６，５８０ ４０
長 崎 県 ３６．４ ４４ ３．７ ３７ ８０，７４９ ２９ ２５，８０１ ２９
熊 本 県 ４０．７ ３７ ４．０ ３３ １１４，１９０ ２４ ３５，１２０ ２５
大 分 県 ４４．３ ２７ ４．１ ３２ ６５，２１３ ３６ ２０，５６６ ３４
宮 崎 県 ３９．５ ４２ ３．４ ３９ ４６，１２７ ４０ １６，７１６ ３９

鹿児島県 ３９．６ ４１ ２．９ ４４ ６５，７５０ ３５ ２３，８８９ ３０
沖 縄 県 ２８．３ ４７ ４．５ ２６ １１１，７１５ ２５ ３９，７９０ ２４
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「社会生活基本調査」総務省統計局HP 平成２８年１０月 ５年
＊３ 「出入国管理統計」法務省HP 平成２８年 毎年
＊４ 「旅券統計」外務省HP 平成２８年 毎年

資料：「出入国管理統計」法務省HP

資料：「平成２８年社会生活基本調査」総務省統計局HP
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おしえてコバトン

３７ 文化施設

全国でも上位の文化施設数
「社会教育調査」によると、平成２７年１０月１日現在の図書館数は、前回調査（平成２３年）よ
り７館増加して１６７館で、前回に引き続き全国第２位でした。
また、博物館数は前回調査と増減なく２５館、博物館類似施設数は１館増えて１０２館、合計

で１館増加の１２７館でした。
公民館数は前回調査より１４館減少して４９３館、公民館類似施設数は５館減少して１２館、合

計で１９館減少の５０５館で全国第４位でした。
劇場，音楽堂等数は前回調査より１館減少して７５館で、前回に引き続き全国第４位でした。
「埼玉の公立図書館」によると、市町村立図書館の平成２８年度の貸出冊数は、前年度より
５３５，０１９冊減少して３９，７１１，６０６冊、登録者数（年度末現在）は、１２３，５０７人増加して４，１４２，９０１
人でした。

※表＊４及び文中の「劇場，音楽堂等」は、前回調査までの「文化会館」から名称変更したもの
です。

～図書館におけるボランティア活動で最も多いのは「読み聞かせ」～

市町村立図書館貸出冊数と登録者数の推移
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

図書館数 博物館及び
博物館類似施設数

公民館及び
公民館類似施設数 劇場，音楽堂等数

単 位 館 順位 館 順位 館 順位 館 順位
全 国 ３，３３１ ５，６９０ １４，８４１ １，８５１

北 海 道 １４９ ４ ３３５ ２ ４５５ ７ ７３ ５
青 森 県 ３４ ３９ ９３ ２８ ２６６ ２８ ２１ ３８
岩 手 県 ４７ ２６ １０３ ２２ １９５ ３６ ２７ ３１
宮 城 県 ３５ ３８ １３０ １５ ４５５ ７ ４０ １６
秋 田 県 ４７ ２６ ９１ ３０ ３７１ １２ ２３ ３４

山 形 県 ３８ ３４ ８０ ３７ ５１１ ３ １９ ４１
福 島 県 ６７ １６ １３５ １１ ３８１ １１ ３６ ２１
茨 城 県 ６４ １７ １０２ ２３ ２８０ ２５ ３７ １９
栃 木 県 ５３ ２４ １５７ １０ １９１ ３７ ３１ ２７
群 馬 県 ５６ ２１ ９１ ３０ ２２８ ３１ ４０ １６

埼 玉 県 １６７ ２ １２７ １６ ５０５ ４ ７５ ４
千 葉 県 １４３ ５ １１９ １９ ３１４ ２２ ５５ １０
東 京 都 ３９７ １ ３００ ３ １２１ ４３ １２５ １
神奈川県 ８３ １２ １７１ ９ １６９ ３９ ７１ ６
新 潟 県 ７８ １３ ２１６ ４ ４６４ ５ ５０ １１

富 山 県 ５９ ２０ １１２ ２０ ３１０ ２３ ３１ ２７
石 川 県 ４３ ３１ １３２ １３ ３２６ ２１ ３１ ２７
福 井 県 ３７ ３６ ８５ ３４ ２０８ ３２ ２２ ３５
山 梨 県 ５５ ２２ ９７ ２４ ５１３ ２ ２２ ３５
長 野 県 １１５ ７ ３６２ １ １，５２５ １ ４６ １４

岐 阜 県 ７７ １４ １９４ ８ ３３１ １８ ４８ １２
静 岡 県 ９８ ９ １９７ ７ １００ ４６ ５７ ９
愛 知 県 ９８ ９ ２０５ ５ ３９４ １０ ７７ ３
三 重 県 ４６ ２９ ９２ ２９ ３６７ １４ ３４ ２４
滋 賀 県 ５０ ２５ ８１ ３６ １３５ ４２ ３６ ２１

京 都 府 ６８ １５ １２１ １８ １６２ ４０ ３３ ２５
大 阪 府 １５１ ３ １１１ ２１ ２７６ ２６ ６９ ７
兵 庫 県 １０７ ８ １９８ ６ ３３５ １７ ６８ ８
奈 良 県 ３３ ４０ ５１ ４２ ３７１ １２ ３２ ２６
和歌山県 ２７ ４７ ４１ ４６ ３２９ １９ １９ ４１

鳥 取 県 ３１ ４２ ４６ ４４ １８６ ３８ １５ ４４
島 根 県 ３６ ３７ ８４ ３５ ２００ ３５ ２０ ３９
岡 山 県 ６３ １８ １２４ １７ ４１８ ９ ３８ １８
広 島 県 ８７ １１ １３５ １１ ３０６ ２４ ４６ １４
山 口 県 ５４ ２３ ９６ ２５ ２５３ ２９ ３５ ２３

徳 島 県 ２８ ４５ ４６ ４４ ３２９ １９ １４ ４６
香 川 県 ２９ ４４ ５２ ４０ １５９ ４１ １５ ４４
愛 媛 県 ４４ ３０ ９４ ２６ ４６１ ６ ２６ ３２
高 知 県 ４０ ３２ ４１ ４６ ２０３ ３４ １４ ４６
福 岡 県 １１８ ６ １３２ １３ ３５９ １５ ８１ ２

佐 賀 県 ２８ ４５ ５２ ４０ １１３ ４４ １８ ４３
長 崎 県 ３８ ３４ ８８ ３３ ２０８ ３２ ３７ １９
熊 本 県 ４７ ２６ ９１ ３０ ３４０ １６ ３０ ３０
大 分 県 ３３ ４０ ７７ ３８ ２４７ ３０ ２２ ３５
宮 崎 県 ３０ ４３ ５１ ４２ １０１ ４５ ２５ ３３

鹿児島県 ６３ １８ ９４ ２６ ２７２ ２７ ４７ １３
沖 縄 県 ４０ ３２ ５８ ３９ ９８ ４７ ２０ ３９
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「社会教育調査」文部科学省HP 平成２７年１０月１日 ３～４年

ボランティア活動の種類 館数
読み聞かせ １０１
障害者への朗読サービス／拡大写本／音訳・点訳 ３８
配架・書架整理 ３１
図書の修理・補修 ２６
環境保全（館内美化等） ９
その他 ３４

計 ２３９

注）貸出冊数は自動車図書館分を含み、団体貸出分を除く。
資料：「埼玉の公立図書館」埼玉県図書館協会HP

県内の図書館１６７館のうち
ボランティア活動の登録制度
のある図書館は１０８館でした。
ボランティア活動を種類別
にみると、「読み聞かせ」が１０１
館で最も多く、次いで「障害
者への朗読サービス／拡大写
本／音訳・点訳」（３８館）、「配
架・書架整理」（３１館）の順に
なっています。

◆図書館におけるボランティア活動状況◆
（平成２７年１０月１日現在）

注）複数のボランティア活動を行っている図書館があり、館数は
延べ館数である。

資料：「社会教育調査」文部科学省HP
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３８ 公園・道路

都市公園数は前年より４１箇所増加
国土交通省によると、平成２８年３月３１日現在の都市公園数は、前年より４１箇所増えて５，１００

箇所、総面積は４，９６８ha で全国第５位でした。
また、県公園スタジアム課によると、１人当たりの都市公園面積は６．８６㎡／人でした。

国・県道の歩道設置率は全国第２位
「道路統計年報」によると、平成２７年４月１日現在の道路実延長は４６，９４７．５㎞、舗装率（簡
易舗装を除く）は１７．２％でした。
また、国・都道府県道の歩道設置率は７２．３％で全国第２位でした。

歩道設置率 歩道設置道路実延長÷国・都道府県道実延長×１００

※表＊１，２は、都市計画区域外において都市公園に準じて設置されている特定地区公園（カ
ントリーパーク）を含み、面積は小数点以下第１位を四捨五入してあります。

※表＊１，２の宮城県及び福島県、表＊３の福島県は、東日本大震災の影響により、一部に調査
時点以前のデータを使用しています。そのため、カッコ書きとし、順位はつけていません。

※表＊３は、一般国道、都道府県道（主要市道を含む）と市町村道の合計です。

～カーナビデータを活用した交通安全対策～

県では、道路交通データ提供に関する協定をホンダとの間で締結しています。この協定に
基づき、ホンダのカーナビから得られる走行データを分析し、急ブレーキが多発している箇
所を特定して、道路の安全対策を進めています。
平成１９年度から平成２３年度までに１６０箇所の安全対策を実施した結果、１か月間の急ブレー

キ総数が約7割、１年間の人身事故件数が約２割減少するなど大きな効果が見られました。
また、平成２４年度から平成２５
年度は、歩道が未整備の通学路
を対象に登下校の時間帯に着目
して走行データを分析しました。
この分析により、急ブレーキ
多発地点や速度の出やすい区間
などを特定し、注意を喚起する
路面標示や看
板設置などを
84箇所で実施
しました。

都市公園の整備状況（平成２８年３月３１日現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

都市公園数 都市公園面積 道路実延長 歩道設置率
（国・都道府県道）

単 位 箇所 順位 ha 順位 ㎞ 順位 ％ 順位
全 国 １０６，８４９ １２４，１２５ １，２１２，０７１．３ ４５．７

北 海 道 ７，６１２ ２ １３，９５３ １ ８９，６７８．９ １ ４６．９ １９
青 森 県 ８６０ ３２ ２，０６２ １８ １９，８８７．５ ２５ ３６．４ ３９
岩 手 県 １，２１０ ２４ １，４９０ ３３ ３３，０７６．９ １２ ４３．０ ３１
宮 城 県 （２，９５７） ― （３，８５９） ― ２４，９４０．１ ２１ ５５．１ ８
秋 田 県 ６０３ ３６ １，７８５ ２５ ２３，６６５．９ ２３ ４３．２ ２７

山 形 県 ８３８ ３３ １，８４９ ２４ １６，５４９．６ ３１ ５１．３ １３
福 島 県 （１，１３６） ― （２，２５２） ― （３８，７５９．１） ― ３６．３ ４０
茨 城 県 １，９７９ １７ ２，６９９ １５ ５５，６８９．６ ２ ６４．３ ４
栃 木 県 ２，１４１ １６ ２，７４０ １３ ２５，１７８．８ １９ ５１．４ １２
群 馬 県 １，４５３ ２１ ２，５７４ １６ ３４，８３３．１ １１ ４７．１ １７

埼 玉 県 ５，１００ ８ ４，９６８ ５ ４６，９４７．５ ５ ７２．３ ２
千 葉 県 ６，８５２ ４ ４，０９３ ９ ４０，４７１．３ ６ ５３．５ １１
東 京 都 ８，０９９ １ ５，８３４ ３ ２４，１８３．１ ２２ ７１．１ ３
神奈川県 ７，４３９ ３ ４，９１４ ６ ２５，５７０．４ １８ ６３．６ ５
新 潟 県 ２，３５２ １４ ３，０２０ １１ ３７，１４９．０ ８ ４３．２ ２８

富 山 県 １，９７８ １８ １，６１０ ２８ １３，８３１．６ ３６ ４６．４ ２１
石 川 県 １，１１７ ２７ １，５２９ ３０ １３，０３９．１ ３８ ４７．０ １８
福 井 県 ９１０ ３１ １，１７７ ３８ １０，７４４．４ ４３ ３３．４ ４４
山 梨 県 ２０３ ４５ ７８６ ４１ １１，０７４．４ ４１ ３６．４ ３８
長 野 県 ９６１ ３０ ２，５４９ １７ ４７，６８２．９ ４ ３７．４ ３６

岐 阜 県 １，４０６ ２２ １，９４５ ２０ ３０，４９７．３ １４ ４１．０ ３３
静 岡 県 ２，４７３ １２ ３，１０５ １０ ３６，６１４．３ ９ ４３．１ ３０
愛 知 県 ４，６４５ ９ ５，６９０ ４ ５０，０６３．８ ３ ５９．０ ７
三 重 県 ２，６９３ １１ １，６７２ ２７ ２５，１１７．５ ２０ ３６．２ ４１
滋 賀 県 ５９７ ３７ １，２５２ ３７ １２，３７４．５ ４０ ４４．０ ２４

京 都 府 ２，３５０ １５ １，９３２ ２１ １５，４９６．３ ３３ ３８．９ ３５
大 阪 府 ６，２９９ ５ ４，６３５ ７ １９，４０４．４ ２６ ６２．３ ６
兵 庫 県 ５，８８６ ７ ６，８３３ ２ ３６，２２４．９ １０ ４１．２ ３２
奈 良 県 ２，３７４ １３ １，７４９ ２６ １２，６６１．８ ３９ ２８．１ ４５
和歌山県 ２８１ ４２ ７０４ ４２ １３，５６８．６ ３７ ２６．９ ４７

鳥 取 県 ３１３ ４１ ６５７ ４４ ８，８０５．８ ４５ ４８．１ １４
島 根 県 ４０７ ４０ １，１０３ ３９ １８，１５８．８ ２９ ３９．６ ３４
岡 山 県 １，５９６ ２０ ２，７２３ １４ ３１，９５１．７ １３ ３４．２ ４３
広 島 県 ３，０７４ １０ ２，９７３ １２ ２８，７３９．７ １５ ４５．８ ２２
山 口 県 １，１２９ ２６ １，８７３ ２３ １６，３８０．１ ３２ ４３．３ ２６

徳 島 県 ２６７ ４３ ５８５ ４５ １５，１０８．８ ３４ ２７．８ ４６
香 川 県 ４８９ ３９ １，５７０ ２９ １０，１９６．４ ４４ ４８．０ １５
愛 媛 県 ５９７ ３７ １，５２０ ３１ １８，１５９．７ ２８ ３４．９ ４２
高 知 県 ８３５ ３４ ６９８ ４３ １３，９８８．３ ３５ ３７．１ ３７
福 岡 県 ６，０１４ ６ ４，６２９ ８ ３７，４４０．３ ７ ５４．２ １０

佐 賀 県 ２６４ ４４ ８４８ ４０ １０，８９２．９ ４２ ５４．５ ９
長 崎 県 １，２００ ２５ １，５１１ ３２ １７，９９０．９ ３０ ４５．６ ２３
熊 本 県 １，６９９ １９ １，４８３ ３４ ２５，８６４．３ １７ ４３．１ ２９
大 分 県 １，１１３ ２８ １，２６８ ３６ １８，２３３．１ ２７ ４３．６ ２５
宮 崎 県 ９９１ ２９ ２，０１３ １９ １９，９４８．６ ２４ ４７．３ １６

鹿児島県 １，２７４ ２３ １，９３１ ２２ ２７，１６０．４ １６ ４６．７ ２０
沖 縄 県 ７８３ ３５ １，４８０ ３５ ８，０７５．１ ４６ ７９．０ １
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２ 国土交通省HP 平成２８年３月３１日 毎年
＊３，４「道路統計年報」国土交通省HP 平成２７年４月１日 毎年

注）面積には、水元公園（三郷市）の一部を含んでいない。
資料：県公園スタジアム課HP

◆平成２３年度までに安全対策を実施した１６０箇所の検証結果◆

資料：県道路政策課HP
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上水道普及率は９９．８％
「水道統計」及び「埼玉県の水道」によると、平成２７年度末現在、上水道事業は５８事業（６２
市町）で実施されており、平成２７年度の実績年間給水量は８億３，１０７万㎥で全国第５位でした。
上水道の水源の７４．９％が、県営用水供給事業による水（県水）でした。
また、平成２７年度末現在の給水人口は７，２５０，２８８人、上水道普及率は前年度末と同じ

９９．８％でした。

下水道処理人口普及率、汚水処理人口普及率ともに上昇
国土交通省によると、平成２８年度末の下水道処理人口普及率は８０．３％、汚水処理人口普

及率は９１．２％で、ともに前年度末より０．６ポイント上昇しました。

上水道普及率 現在給水人口÷行政区域内人口×１００
下水道処理人口普及率 下水道を利用できる人口÷行政区域内人口×１００
汚水処理人口普及率 汚水処理施設の処理人口÷行政区域内人口×１００

※表＊２～４のカッコ書きの数値（福島県）は、東日本大震災の影響で調査不能な市町村を除
いた値です。そのため、カッコ書きとし、順位はつけていません。

～上水道の年間給水量と１人１日平均給水量の推移～

平成２７年度の上水道の年間給水量
は８億３，１０７万㎥で、１人１日平均給水
量は３１４ℓでした。年間給水量は平
成９年度の９億２５８万㎥が、１人１日平
均給水量は平成４年度の３７２ℓがそれ
ぞれピークで、その後は減少傾向に
あります。

上水道と下水道の普及率の推移（各年度末現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

上水道実績
年間給水量 上水道普及率 下水道処理

人口普及率
汚水処理
人口普及率

単 位 千㎥ 順位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位
全 国 １４，４９９，４７６ ９７．９ ７８．３ ９０．４

北 海 道 ５３９，５１２ ８ ９８．３ ２２ ９０．９ ６ ９５．２ ９
青 森 県 １３５，４９２ ３１ ９７．５ ２６ ５９．２ ３３ ７８．１ ４０
岩 手 県 １３０，１７０ ３３ ９３．７ ３９ ５８．０ ３６ ７９．８ ３４
宮 城 県 ２６２，７１０ １６ ９９．０ １５ ８０．６ １２ ９０．６ １７
秋 田 県 ９７，１５７ ４２ ９０．９ ４５ ６３．９ ２９ ８６．１ ２５

山 形 県 １２４，５８７ ３７ ９８．７ １９ ７６．０ １７ ９１．２ １６
福 島 県 ２１０，００９ ２２ （９３．２） ― （５３．０） ― （８１．８） ―
茨 城 県 ３０１，８８４ １２ ９４．０ ３７ ６１．３ ３２ ８３．３ ３１
栃 木 県 ２３５，８９５ ２０ ９５．７ ３２ ６５．３ ２６ ８５．５ ２６
群 馬 県 ２７２，２４４ １５ ９９．５ １０ ５３．２ ３７ ７９．３ ３７

埼 玉 県 ８３１，０７０ ５ ９９．８ ５ ８０．３ １３ ９１．２ １５
千 葉 県 ６３７，１７２ ７ ９５．１ ３４ ７３．５ ２１ ８７．５ ２０
東 京 都 １，５６５，３３１ １ １００．０ １ ９９．５ １ ９９．８ １
神奈川県 １，０７４，４２９ ３ ９９．９ ４ ９６．６ ２ ９７．９ ４
新 潟 県 ２８８，２２８ １４ ９９．４ １２ ７４．０ １９ ８６．６ ２２

富 山 県 １１４，０１７ ３８ ９３．１ ４２ ８４．２ ８ ９６．３ ８
石 川 県 １３９，７４３ ３０ ９８．７ １９ ８３．１ １０ ９３．６ １１
福 井 県 ９６，８７４ ４３ ９６．１ ３１ ７８．７ １５ ９５．２ １０
山 梨 県 １０３，７４６ ４０ ９８．２ ２３ ６５．３ ２７ ８１．３ ３３
長 野 県 ２５５，０５１ １７ ９８．８ １８ ８３．１ ９ ９７．６ ６

岐 阜 県 ２４４，８５５ １９ ９５．７ ３２ ７５．３ １８ ９１．６ １３
静 岡 県 ４９１，７４２ ９ ９９．０ １５ ６２．６ ３０ ７９．６ ３５
愛 知 県 ８５６，８３５ ４ ９９．８ ５ ７７．２ １６ ８９．８ １８
三 重 県 ２４５，８３８ １８ ９９．６ ９ ５２．５ ３９ ８３．５ ３０
滋 賀 県 １７１，４１１ ２４ ９９．５ １０ ８９．３ ７ ９８．６ ３

京 都 府 ３０８，９２４ １１ ９９．７ ８ ９４．１ ４ ９７．８ ５
大 阪 府 １，１０１，３３４ ２ １００．０ １ ９５．５ ３ ９７．４ ７
兵 庫 県 ６５８，７３７ ６ ９９．８ ５ ９２．７ ５ ９８．７ ２
奈 良 県 １５４，７９３ ２８ ９９．３ １４ ７９．３ １４ ８８．８ １９
和歌山県 １２９，５４９ ３４ ９７．２ ２７ ２６．４ ４５ ６２．２ ４５

鳥 取 県 ６０，２２０ ４７ ９７．６ ２４ ６９．６ ２３ ９３．１ １２
島 根 県 ６５，７７２ ４６ ９６．８ ３０ ４６．９ ４１ ７８．６ ３９
岡 山 県 ２２７，９５２ ２１ ９９．０ １５ ６６．４ ２５ ８５．２ ２７
広 島 県 ２９８，０７１ １３ ９４．３ ３６ ７３．６ ２０ ８７．１ ２１
山 口 県 １６６，６９５ ２６ ９３．２ ４０ ６４．９ ２８ ８６．２ ２３

徳 島 県 ９９，６６３ ４１ ９６．９ ２９ １７．８ ４６ ５８．９ ４６
香 川 県 １２６，３６８ ３６ ９９．４ １２ ４４．１ ４２ ７５．３ ４３
愛 媛 県 １４５，０１２ ２９ ９３．０ ４３ ５３．０ ３８ ７７．２ ４１
高 知 県 ７７，４７５ ４５ ９３．２ ４０ ３７．５ ４４ ７６．２ ４２
福 岡 県 ４８４，０１０ １０ ９４．０ ３７ ８１．０ １１ ９１．５ １４

佐 賀 県 ８６，８７１ ４４ ９５．０ ３５ ５９．１ ３４ ８２．０ ３２
長 崎 県 １２９，１４２ ３５ ９８．５ ２１ ６１．８ ３１ ７９．５ ３６
熊 本 県 １６０，４３６ ２７ ８７．３ ４６ ６７．５ ２４ ８６．１ ２４
大 分 県 １１２，４７９ ３９ ９１．４ ４４ ５０．０ ４０ ７４．９ ４４
宮 崎 県 １３１，６５２ ３２ ９７．２ ２７ ５８．７ ３５ ８４．８ ２９

鹿児島県 １７１，０１７ ２５ ９７．６ ２４ ４１．６ ４３ ７９．０ ３８
沖 縄 県 １７７，３０２ ２３ １００．０ １ ７１．５ ２２ ８５．２ ２８
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１ 「水道統計 施設・業務編」（公社）日本水道協会 平成２７年度 毎年
＊２ 「水道統計 施設・業務編」（公社）日本水道協会 平成２７年度末 毎年
＊３，４ 国土交通省HP 平成２８年度末 毎年

資料：「埼玉県の水道」県生活衛生課
県下水道事業課

資料：「埼玉県の水道」県生活衛生課
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ごみのリサイクル率は全国第６位
「一般廃棄物処理実態調査」によると、平成２７年度の一般廃棄物（ごみ）の総排出量は
２，３６８，０９８t で、全国第５位でした。１人１日当たりの排出量は８８４ｇ／人日で、全国第４０位
でした。
また、ごみのリサイクル率は２４．７％で、前年度より０．１ポイント上昇し、全国第６位でし

た。

公害苦情件数は前年度より９５件増加
「公害苦情調査」によると、平成２８年度の公害苦情件数は、前年度より９５件増加して３，６３５
件でした。公害の種類別（典型７公害）では、大気汚染が１，０４８件で最も多く、次いで騒音９８５
件、悪臭５６６件の順でした。

直接資源化量＋中間処理後再生利用量＋集団回収量ごみのリサイクル率 ―――――――――――――――――――――――――― ×１００ごみ処理量＋集団回収量

～「食品ロス」を減らそう！～

食品ロスとは、まだ食べられるのに捨てられてしまった食品のことです。国内では年間約
６２１万 t（事業系３３９万 t、家庭系２８２万 t）発生しています。国民１人１日当たりでは約１３４gで、

おおよそ茶碗１杯のご飯の量に相当しま
す。また、家庭における食品ロス率を世
帯員構成別にみると、世帯の人数が少な
いほど食品ロス率が高くなっています。
本県でも年間３５万～５４万 tの食品ロスが
発生しており、一人一人が「もったいな
い」の気持ちを持って食品ロスを減らす
ことが大切です。

公害の種類別苦情件数構成比（平成２８年度）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

一般廃棄物
ごみ総排出量

１人１日当たり
ごみ排出量 ごみのリサイクル率 公害苦情件数

単 位 t 順位 g／人日 順位 ％ 順位 件 順位
全 国 ４３，９８０，８７３ ９３９ ２０．４ ７０，０４７

北 海 道 １，９４４，４１６ ８ ９８４ １５ ２４．３ ７ １，４６３ １３
青 森 県 ５０３，３９０ ２６ １，０２６ ５ １５．０ ４２ ４５３ ３９
岩 手 県 ４４０，８１２ ３１ ９３３ ２８ １８．５ ２５ ４８２ ３７
宮 城 県 ８５１，１０８ １４ １，０００ ９ １６．６ ３１ ６６７ ３１
秋 田 県 ３８０，２２８ ３８ ９９４ １３ １６．２ ３４ ４０２ ４２

山 形 県 ３８２，９１２ ３７ ９２７ ３０ １５．８ ３７ ６３８ ３３
福 島 県 ７６０，６２７ １６ １，０５７ １ １３．９ ４５ ６５４ ３２
茨 城 県 １，０９２，０７２ １１ １，００５ ８ ２２．８ １２ ４，０６３ ５
栃 木 県 ６７８，３０３ １９ ９２７ ３１ １６．６ ２９ １，４３６ １４
群 馬 県 ７５６，９９０ １７ １，０３１ ３ １５．４ ４１ １，４０５ １５

埼 玉 県 ２，３６８，０９８ ５ ８８４ ４０ ２４．７ ６ ３，６３５ ６
千 葉 県 ２，１２０，４８５ ６ ９２５ ３３ ２２．７ １３ ５，０４６ ３
東 京 都 ４，５０１，１６０ １ ９１８ ３４ ２２．４ １４ ６，４０８ １
神奈川県 ２，９５４，３７１ ３ ８８４ ４１ ２５．２ ５ ２，６８９ ８
新 潟 県 ８７４，４５７ １３ １，０３０ ４ ２２．８ １１ １，０９１ ２０

富 山 県 ４１０，２００ ３４ １，０３８ ２ ２３．７ ８ １９３ ４７
石 川 県 ４２１，２６９ ３３ ９９５ １２ １４．４ ４４ ３６３ ４３
福 井 県 ２７７，７８９ ４２ ９４８ ２４ １６．１ ３５ ５６４ ３６
山 梨 県 ３１１，０３５ ４１ ９９９ １１ １６．３ ３３ ８５９ ２８
長 野 県 ６５３，５２０ ２１ ８３６ ４７ ２３．０ １０ ２，１４９ １０

岐 阜 県 ６７３，８５２ ２０ ９０６ ３６ １９．３ ２１ １，１６８ １８
静 岡 県 １，２３６，８２０ １０ ８９６ ３８ １９．２ ２３ ２，０４２ １１
愛 知 県 ２，５４９，８２１ ４ ９２９ ２９ ２１．７ １６ ５，７５４ ２
三 重 県 ６４４，７５６ ２２ ９５９ １９ ２８．５ ３ １，２１７ １６
滋 賀 県 ４３８，０５９ ３２ ８４３ ４５ ２０．８ １９ ８６８ ２７

京 都 府 ８４３，７８８ １５ ８７７ ４３ １５．６ ３９ １，６４７ １２
大 阪 府 ３，１４７，３９４ ２ ９７０ １８ １３．８ ４６ ４，２８９ ４
兵 庫 県 １，９６６，１８６ ７ ９５６ ２１ １６．６ ３０ ２，２８２ ９
奈 良 県 ４７０，７１７ ２９ ９２６ ３２ １５．５ ４０ ６２１ ３５
和歌山県 ３５６，０２８ ３９ ９７８ １７ １３．６ ４７ ９１２ ２４

鳥 取 県 ２１３，３０６ ４７ １，００６ ７ ２６．９ ４ ３４６ ４４
島 根 県 ２４４，４７１ ４６ ９５２ ２３ ２３．４ ９ ３３１ ４６
岡 山 県 ７０４，６２０ １８ １，０００ １０ ３０．３ １ ９３０ ２３
広 島 県 ９４３，３４２ １２ ９００ ３７ ２１．６ １７ １，２０９ １７
山 口 県 ５２８，８４３ ２５ １，０１７ ６ ２９．５ ２ ６３８ ３３

徳 島 県 ２６９，９８４ ４４ ９５７ ２０ １６．６ ３２ ４２７ ４１
香 川 県 ３２４，２７２ ４０ ８８４ ４２ １９．３ ２２ ４４７ ４０
愛 媛 県 ４７３，７８７ ２８ ９１４ ３５ １８．１ ２６ ８０４ ３０
高 知 県 ２５５，７１６ ４５ ９４４ ２６ ２１．９ １５ ３４２ ４５
福 岡 県 １，８４５，５２４ ９ ９８５ １４ ２１．１ １８ ２，９１３ ７

佐 賀 県 ２７２，９８５ ４３ ８８５ ３９ １７．９ ２７ ４６６ ３８
長 崎 県 ４８９，８２３ ２７ ９５３ ２２ １６．０ ３６ ９５０ ２２
熊 本 県 ５６０，９２１ ２４ ８４７ ４４ １９．０ ２４ ８６９ ２６
大 分 県 ４０８，３８６ ３５ ９４２ ２７ ２０．５ ２０ ８２７ ２９
宮 崎 県 ４０５，９３４ ３６ ９８３ １６ １７．７ ２８ １，１４６ １９

鹿児島県 ５７９，７６４ ２３ ９４５ ２５ １５．７ ３８ １，０４９ ２１
沖 縄 県 ４４８，５３２ ３０ ８４１ ４６ １４．７ ４３ ８９３ ２５
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～３「一般廃棄物処理実態調査」環境省HP 平成２７年度 毎年
＊４ 「公害苦情調査」公害等調整委員会HP 平成２８年度 毎年

資料：「公害苦情調査」公害等調整委員会HP

◆世帯員構成別1人1日当たり食品ロス率◆

資料：「平成２６年度食品ロス統計調査報告（世帯調査）」農林水産省HP
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（都市ガス販売量：億ＭＪ） （ＬＰガス販売量：千ｔ）

昭和
60年度

平成
2年度
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ＬＰガス販売量

都市ガス販売量

おしえてコバトン

1位
神奈川県

水素充填(平成29年12月現在)
LPガｽ充填(平成27年9月現在)
天然ガス充填（平成29年11月現在）
急速充電（平成29年9月現在）

2位
愛知県

3位
埼玉県

4位
東京都

5位
福岡県

（箇所）

0
100
200
300
400
500

４１ エネルギー

都市ガスの供給区域内普及率は５７．３％
「電気事業便覧」によると、平成２７年度の使用電力量のうち電灯は１３８億 kWhで、全国第
５位でした。
「ガス事業年報」によると、平成２７年度の都市ガス販売量は７３０億MJで、全国第８位でし
た。また、平成２８年３月末現在の需要家メーター取付数は１，５１７，７３７個で、メーター取付数
を供給区域内一般世帯数（一般世帯の定義は国勢調査による。）で除した供給区域内普及率
は５７．３％でした。
「LPガス資料年報」によると、平成２７年度の家庭業務用プロパンガスの販売量は４１０，２８９
t で、全国第４位でした。

太陽光発電のある住宅数は全国第２位
「住宅・土地統計調査」によると、平成２５年１０月１日現在、太陽光を利用した発電機器の
ある住宅数は８４，７００戸で、全国第２位でした。

※表＊１は、１０電力会社分です。
※表＊２は、一般ガス事業者及びいわきガス分です。
※表＊４の数値は、標本調査による推定結果であるため四捨五入して表章しています。

～次世代自動車の燃料供給設備の普及状況～

次世代自動車は、窒素酸化物（NOx）や粒子状物質
（PM）等の大気汚染物質の排出が少ない、又は全く
排出しない、環境にやさしい自動車です。本県では、
環境負荷の少ない持続可能な社会の構築に向け、環境
性能に優れた次世代自動車の普及を進めています。
電気自動車などの次世代自動車の普及には、その燃
料の供給設備が増えることが重要です。急速充電設備
等の燃料供給設備が本県には４５３箇
所あり、全国第３位となっています。

都市ガス及び LPガス（家庭業務用プロパンガス）販売量の推移
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

使用電力量（電灯） 都市ガス販売量 LPガス（家庭業務用
プロパンガス）販売量

太陽光を利用した発電
機器のある住宅数

単 位 百万 kWh 順位 千MJ 順位 t 順位 戸 順位
全 国 ２６６，８５０ １，５２６，２９６，７９４ ７，６３４，９８８ １，５６９，８００

北 海 道 １１，０７０ ８ ２９，５４０，６１１ １３ ３０１，７７０ ８ ２２，７００ ２９
青 森 県 ２，７２０ ３４ １，４６３，６１５ ４１ １０３，６６５ ２８ ６，５００ ４６
岩 手 県 ２，７６９ ３３ １，４４８，６５５ ４２ １０３，６９３ ２７ １６，０００ ３４
宮 城 県 ４，８１９ １４ １２，４７５，６１０ ２１ １９１，６２１ １０ ２７，２００ ２２
秋 田 県 ２，１７７ ４１ ２，６７２，３１５ ３３ ７１，９１９ ３７ ４，６００ ４７

山 形 県 ２，３８５ ３８ ２，３９６，３１４ ３６ ８１，１１４ ３３ ８，３００ ４２
福 島 県 ４，０１７ ２１ ５，９３９，０６１ ２７ １５１，９９５ １６ ２４，１００ ２８
茨 城 県 ５，９７４ １２ １０６，２４４，０１２ ６ １７３，４４５ １２ ４４，２００ １２
栃 木 県 ４，１５８ ２０ １６，８７２，０８１ １８ ８１，２４６ ３２ ４１，３００ １４
群 馬 県 ４，２３６ １９ ２２，５８１，７８７ １６ １５８，５１４ １３ ３７，８００ １６

埼 玉 県 １３，７５１ ５ ７３，０１３，８０８ ８ ４１０，２８９ ４ ８４，７００ ２
千 葉 県 １１，７７６ ６ １５６，９０４，７８５ ３ ３１０，５２１ ７ ６５，８００ ８
東 京 都 ２８，０９７ １ ２３２，９８９，３６８ １ ６１８，９３３ ２ ７２，７００ ４
神奈川県 １６，９７４ ３ １２４，４２０，０１９ ５ ６４４，１６９ １ ７２，０００ ５
新 潟 県 ４，８１９ １４ ３０，７７１，１８７ １２ ９８，５９２ ３０ １１，１００ ３９

富 山 県 ２，９１８ ３２ ４，６１１，７１３ ２９ ８７，３６２ ３１ ９，４００ ４１
石 川 県 ３，１５９ ２７ ２，１９１，１０７ ３８ １３６，９９３ １９ ７，９００ ４３
福 井 県 ２，２１７ ４０ １，０７３，５９６ ４４ ５６，６１６ ４０ ６，８００ ４５
山 梨 県 １，８８１ ４２ ２，６４２，５６８ ３４ ３８，５９６ ４５ １９，３００ ３２
長 野 県 ４，７１０ １６ １０，１８３，２０７ ２４ １１６，１５４ ２４ ４９，８００ １０

岐 阜 県 ４，３０９ １８ １２，１０８，５４８ ２２ １２７，３８６ ２１ ３５，４００ １７
静 岡 県 ７，６９０ １０ ４９，６０９，３７１ ９ ３２８，０７７ ６ ６９，１００ ７
愛 知 県 １４，８３１ ４ １３４，４８１，１４２ ４ ５８８，９９０ ３ １０５，０００ １
三 重 県 ３，９５５ ２２ ２５，１６８，６０８ １５ １３９，４４５ １８ ３０，６００ １９
滋 賀 県 ３，１４４ ２８ ３５，５３８，５３４ １１ ６８，３８４ ３９ ２６，１００ ２４

京 都 府 ５，７０３ １３ ３８，８１４，５５７ １０ ６９，３９０ ３８ ２４，９００ ２６
大 阪 府 １７，９１８ ２ １６０，４６１，７１７ ２ １５８，４０９ １４ ６４，１００ ９
兵 庫 県 １１，６２６ ７ ９７，３９１，７０３ ７ ２３２，８７５ ９ ６９，３００ ６
奈 良 県 ２，９１９ ３１ １３，５０３，１６６ １９ ４０，０７４ ４３ ２０，８００ ３１
和歌山県 ２，４３４ ３６ ９，６１４，５６４ ２５ ５３，１６２ ４１ １５，５００ ３６

鳥 取 県 １，３６０ ４７ １，０６２，９４７ ４５ ２４，３４８ ４７ ７，７００ ４４
島 根 県 １，７２６ ４５ ８２７，３８８ ４７ ７５，８１２ ３５ １０，８００ ４０
岡 山 県 ４，５７２ １７ １１，３０４，５０８ ２３ １５７，０１６ １５ ４２，３００ １３
広 島 県 ６，５９２ １１ ２１，６００，１９２ １７ １９０，４０３ １１ ４７，４００ １１
山 口 県 ３，２９９ ２５ １２，８１２，３７３ ２０ １００，６５３ ２９ ２８，４００ ２１

徳 島 県 １，８４５ ４３ ２，２０５，８４９ ３７ ３９，７４０ ４４ １２，７００ ３８
香 川 県 ２，３６１ ３９ ３，３０４，３２１ ３１ １１３，２５８ ２５ １７，６００ ３３
愛 媛 県 ３，２０６ ２６ ２，８６８，９４０ ３２ １１８，１６０ ２３ ２５，５００ ２５
高 知 県 １，６７８ ４６ ９１１，９５４ ４６ ４９，４６４ ４２ １３，８００ ３７
福 岡 県 １０，８２５ ９ ２９，５０４，８０７ １４ ３２９，３１６ ５ ７７，０００ ３

佐 賀 県 １，８４４ ４４ １，６９９，０８７ ４０ ７３，７５２ ３６ ２２，１００ ３０
長 崎 県 ２，９８９ ２９ ４，２０３，８７０ ３０ １１９，２９５ ２２ ２６，４００ ２３
熊 本 県 ３，８４０ ２３ ６，１５７，９８７ ２６ ７９，２５９ ３４ ３９，５００ １５
大 分 県 ２，６５２ ３５ ２，６１６，４３４ ３５ １０３，９８３ ２６ ２４，９００ ２６
宮 崎 県 ２，３９４ ３７ １，８５１，１２８ ３９ ３８，５８８ ４６ ３０，６００ １９

鹿児島県 ３，５５６ ２４ ５，１１８，３８４ ２８ １３４，５５０ ２０ ３４，５００ １８
沖 縄 県 ２，９５３ ３０ １，１１９，２９６ ４３ １４３，９９２ １７ １５，７００ ３５
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１「電気事業便覧」（一社）日本電気協会 平成２７年度 毎年
＊２「ガス事業年報」資源エネルギー庁 平成２７年度 毎年
＊３「LPガス資料年報」（株）石油化学新聞社 平成２７年度 毎年
＊４「住宅・土地統計調査」総務省統計局HP 平成２５年１０月１日 ５年

注）都市ガス販売量は、平成１２年までは暦年集計。また、平成７年までは単位が「cal」
のため、「MJ」に変換した上でグラフを作成。

資料：「ガス事業年報」資源エネルギー庁、「LPガス資料年報」（株）石油化学新聞社

◆燃料供給設備設置数 トップ５◆

注）箇所数は燃料供給設備の種別ごとに集計。
資料：「次世代自動車ガイドブック２０１６－２０１７」環境省HP、燃料電池実用化推進協議会HP

（一社）日本ガス協会HP、（一社）CHAdeMO協議会HP
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埼
玉
新
都
市
交
通

伊
奈
線

川越線

宇都
宮線

東武伊勢崎線

東武野田線

京
浜
東
北
線埼

京
線

埼
玉
高
速
鉄
道
線

2万5千人以上

5万人以上

7万5千人以上

20万人以上

おしえてコバトン

順位 都道府県 総駅数 段差解消駅数 段差解消率
１ 沖 縄 県 １５駅 １５駅 １００．０％
２ 東 京 都 ７５７駅 ７３８駅 ９７．５％
３ 大 阪 府 ５１２駅 ４６２駅 ９０．２％
４ 埼 玉 県 ２３４駅 ２０９駅 ８９．３％
５ 神奈川県 ３７９駅 ３３６駅 ８８．７％

順位 都道府県 総車両数 適合車両数 導入率
１ 神奈川県 ５，４９３台 ５，０６０台 ９２．１％
２ 埼 玉 県 ２，２１９台 １，９３０台 ８７．０％
３ 愛 知 県 ２，２１２台 １，９１３台 ８６．５％
４ 東 京 都 ６，６８９台 ５，５６６台 ８３．２％
５ 京 都 府 １，６６６台 １，３８５台 ８３．１％

◆鉄軌道駅の段差解消率トップ５◆ ◆乗合バスの移動円滑化基準適合車両導入率トップ５◆

注）段差解消駅とは、乗降場ごとに高齢者、障害者
等の円滑な通行に適する経路を１以上確保してい
る駅をいう。

資料：国土交通省HP

４２ 運輸

鉄道の旅客輸送人員は JR、民鉄ともに増加
「旅客地域流動調査」によると、平成２７年度の JRの旅客輸送人員は、前年度より１，９０８
万人増加して６億３，０９５万人（定期の旅客４億２，５４８万人、定期外の旅客２億５４６万人）でした。
また、民鉄の旅客輸送人員は、前年度より１，４８２万人増加して６億３，２７６万人（定期の旅客

４億１，２４８万人、定期外の旅客２億２，０２７万人）でした。
東日本旅客鉄道㈱、東武鉄道㈱、西武鉄道㈱、秩父鉄道㈱、埼玉新都市交通㈱、埼玉高

速鉄道㈱、首都圏新都市鉄道㈱によると、平成２８年度の県内各駅の１日当たりの乗車人員
は、大宮駅が３４３，１３０人と他の駅を大きく引き離して最も多く、次いで川越駅１０１，７８９人、
浦和駅８９，９６４人、和光市駅８４，９５０人、川口駅８３，０２０人の順でした。
「交通関連統計資料集」によると、平成２７年度のバス輸送人員は、前年度より５５７万人増
加して２億３，２７９万人でした。
また、自動車貨物輸送トン数は、前年度より２７万 t 減少して２億７３１万 t でした。

※グラフ中、大宮、川越、久喜、熊谷、東川口の各駅の乗車人員は、複数の鉄道事業者の
同名駅の乗車人員を合計して算出しました。

※表＊１，２及び文中の JRとは、昭和６２年の国鉄の分割・民営化により発足した事業者で
あり、民鉄とは JR以外の鉄道、軌道、索道事業者をいいます。

～公共交通のバリアフリー整備状況～

平成２９年３月末現在、本県では鉄軌道駅２３４駅中２０９駅の段差が解消され
ており、段差解消率は８９．３％で全国第４位となっています。また、乗合バ
スでは、総車両数２，２１９台中１，９３０台が移動円滑化基準適合車両（低床バス
等）であり、適合車両の導入率は８７．０％で全国第２位となっています。

主な駅の１日当たりの乗車人員（平成２８年度）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

旅客輸送人員
（ＪＲ）

旅客輸送人員
（民鉄）

自動車旅客
輸送人員（バス）

自動車貨物
輸送トン数

単 位 千人 順位 千人 順位 千人 順位 千ｔ 順位
全 国 ９，１３２，０１８．３ １４，９８１，５０５．０ ４，５６５，２１０ ４，２６７，５４７

北 海 道 １３３，６４１．７ １０ ２３１，７９４．０ １０ ２０２，４０７ ８ ３０３，０６７ １
青 森 県 １０，８１３．６ ３８ ６，６３２．３ ３２ ３０，３７７ ２５ ６６，６３２ ２５
岩 手 県 ２０，７３８．８ ３０ ５，６５９．７ ３４ ２６，７０１ ２７ ７１，０６２ ２２
宮 城 県 １０５，９１０．０ １４ ６７，８１７．６ １４ ７６，６８０ １４ １２２，７３２ １２
秋 田 県 １３，５９２．４ ３６ ５３５．０ ４３ １３，４８９ ３６ ４１，９１６ ３６

山 形 県 １４，５２８．８ ３５ ５９７．０ ４２ １１，５５０ ４０ ４７，９４３ ３０
福 島 県 ３４，３０１．４ ２２ ４，８２６．８ ３７ ２６，２５６ ２８ １０６，８３１ １４
茨 城 県 ９０，５６６．４ １５ ３５，９７９．０ １６ ４９，９８９ １６ １２４，７１７ １１
栃 木 県 ４８，９２０．８ １８ １５，９３２．０ ２５ ２４，７８９ ３１ ７４，０９４ ２１
群 馬 県 ３５，２７７．２ ２１ １５，９５４．９ ２４ １４，５１０ ３５ ７７，０１２ １９

埼 玉 県 ６３０，９４５．０ ５ ６３２，７５６．１ ６ ２３２，７９４ ７ ２０７，３１０ ４
千 葉 県 ７２３，３２０．９ ４ ６２６，２８８．７ ７ ２５０，９９３ ６ １６６，８９３ ９
東 京 都 ３，４０１，３６４．５ １ ６，５８７，７７３．８ １ ８４３，４３９ １ １８１，５７２ ７
神奈川県 １，０９４，２９８．２ ２ １，７６８，４３４．０ ３ ６８０，８１４ ２ １８３，１７１ ６
新 潟 県 ５７，９１０．５ １７ ５，３５４．０ ３６ ４８，８３８ １７ ９３，５４７ １５

富 山 県 ９，００９．５ ４３ ３２，７１３．８ １７ １２，３６８ ３７ ４８，７８４ ２９
石 川 県 ２０，８２０．７ ２９ １３，００４．０ ２８ ３６，５９６ ２０ ４６，７６２ ３２
福 井 県 １０，７５８．０ ３９ ５，４４０．０ ３５ １０，６２９ ４１ ３２，４０６ ４１
山 梨 県 ２０，６２８．２ ３１ ３，５３４．０ ３８ １０，５５３ ４２ ２５，６７８ ４４
長 野 県 ４６，８０６．９ １９ ２６，２１４．２ １９ ２５，７０２ ２９ ７６，１０４ ２０

岐 阜 県 ４４，７３２．０ ２０ ２８，１４７．５ １８ ３１，９８２ ２３ ８４，６５１ １７
静 岡 県 １２４，４５６．９ １２ ３９，３３８．０ １５ ８７，０７９ １２ １５４，４３１ １０
愛 知 県 ２４４，９１９．９ ７ ９０２，４８３．３ ４ １９６，３６５ ９ ２７１，８４８ ２
三 重 県 １０，９８４．３ ３７ ８１，４４９．２ １２ ４４，８５９ １８ ７９，００９ １８
滋 賀 県 １１３，２４０．４ １３ ２０，５３５．１ ２１ ２４，９５９ ３０ ４３，７２８ ３４

京 都 府 １８４，９２０．６ ９ ３８７，５９２．０ ８ １８４，６９７ １０ ６７，３１９ ２４
大 阪 府 ７８０，８７１．９ ３ ２，１４８，１８６．０ ２ ２９９，２０２ ３ ２２６，６４１ ３
兵 庫 県 ４１５，７１６．１ ６ ６７２，３３８．５ ５ ２５５，８０３ ５ ２０３，７０１ ５
奈 良 県 ３２，７２３．５ ２４ １３８，４７３．５ １１ ５４，４２４ １５ ３４，６８３ ４０
和歌山県 ２４，９７２．１ ２５ １２，０４４．４ ２９ １５，７６４ ３３ ３０，８１６ ４２

鳥 取 県 ９，３６８．７ ４２ ７８７．５ ４１ ６，８４８ ４６ ２１，１５９ ４７
島 根 県 ６，３５４．８ ４５ １，３９７．０ ３９ ９，７４８ ４３ ２４，４８９ ４６
岡 山 県 ７１，０３７．２ １６ ６，４２３．８ ３３ ３１，０５９ ２４ ９３，１０４ １６
広 島 県 １３０，１９５．８ １１ ７１，５７０．２ １３ １０６，６８６ １１ １１１，２０７ １３
山 口 県 ３４，０３８．０ ２３ １９９．０ ４５ ２７，５３９ ２６ ５２，３２７ ２８

徳 島 県 ９，６０３．３ ４１ ２６．４ ４６ ８，１６１ ４５ ２７，７５３ ４３
香 川 県 １６，１９２．５ ３３ １３，８６０．０ ２７ ８，３１９ ４４ ４５，１０２ ３３
愛 媛 県 １０，２４２．２ ４０ １８，８３５．０ ２２ １４，９３３ ３４ ５４，２２０ ２７
高 知 県 ５，７６３．７ ４６ ７，９６１．６ ３１ ６，３０５ ４７ ２５，０７１ ４５
福 岡 県 ２２７，３４１．７ ８ ２７７，５００．８ ９ ２７９，１８４ ４ １７８，９６４ ８

佐 賀 県 １８，６６０．５ ３２ ９３６．９ ４０ １２，３６４ ３８ ３９，４２４ ３７
長 崎 県 １５，４５１．９ ３４ ２１，４４５．３ ２０ ８４，７８４ １３ ３６，３７８ ３９
熊 本 県 ２２，４６１．１ ２７ １４，７３６．８ ２６ ３５，１８６ ２１ ６５，２０５ ２６
大 分 県 ２２，９１６．７ ２６ ２００．０ ４４ ２１，９６５ ３２ ４２，７９０ ３５
宮 崎 県 ８，５７０．４ ４４ ― ― １２，０７４ ３９ ４７，６０５ ３１

鹿児島県 ２２，１２８．６ ２８ １１，６４１．２ ３０ ４２，３８７ １９ ６９，１３０ ２３
沖 縄 県 ― ― １６，１５５．０ ２３ ３３，０６０ ２２ ３８，５５９ ３８
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「旅客地域流動調査」国土交通省ＨＰ 平成２７年度 毎年
＊３，４「交通関連統計資料集」国土交通省ＨＰ 平成２７年度 毎年

資料：東日本旅客鉄道㈱、東武鉄道㈱、西武鉄道㈱
秩父鉄道㈱、埼玉新都市交通㈱、埼玉高速鉄道㈱
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モバイル端末全体
（携帯電話・PHS・スマートフォン）
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４３ 通信

加入（固定）電話契約数は減少、携帯電話・PHS契約数は増加
「通信量からみた我が国の音声通信利用状況」によると、平成２７年度末現在の加入（固定）
電話契約数は、前年度より１２３，６４６契約減少して１，０６３，７６７契約でした。また、携帯電話・
PHS契約数は、前年度より９４，７７４契約増加して７，９８６，８８６契約でした。

インターネット利用率は全国第３位
「通信利用動向調査」によると、平成２８年９月末現在のインターネット利用率（個人）は、
全国平均（８３．５％）を３．６ポイント上回る８７．１％で、全国第３位でした。
総務省によると、平成２９年３月末現在のブロードバンドサービス契約数は、前年より

１，３３４，１７０契約増加して１０，０６３，５７７契約でした。

～主な情報通信機器の保有状況の推移～
世帯の情報通信機器
の保有状況を機器別に
みると、平成２８年９月
末現在、「モバイル端
末全体」（９４．７％）の内
数である「スマートフ
ォン」は７１．８％となり、
「パソコン」（７３．０％）
との差が前年の４．８ポ
イントから１．２ポイン
トに減少しています。
また、「タブレット型
端末」の割合は３４．４％
と、引き続き伸びてい
ます。

加入（固定）電話契約数、携帯電話・PHS契約数及び公衆電話施設数の推移
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

加入（固定）電話契約数 携帯電話・PHS契約数 インターネット利用率（個人）
ブロードバンド
サービスの契約数

単 位 契約 順位 契約 順位 ％ 順位 契約 順位
全 国 ２１，７０３，４３４ １６０，４７８，３０７ ８３．５ １８８，７５４，３７６

北 海 道 １，１１８，９３４ ４ ５，４５０，０６４ ９ ８３．２ １２ ６，６３５，８２８ ９
青 森 県 ２９４，９７４ ２７ １，１８０，３３０ ３２ ７１．８ ４５ １，３０８，５７２ ３２
岩 手 県 ２７１，１４５ ２９ １，１５０，１０２ ３３ ７３．３ ４４ １，２８８，８９６ ３４
宮 城 県 ３８６，９３８ １６ ２，５１５，６２７ １４ ８１．７ １９ ３，１００，０２７ １４
秋 田 県 ２２０，９３０ ３１ ９１６，６６５ ４０ ７１．６ ４６ １，００１，０１０ ４１

山 形 県 １９１，９３２ ３５ １，０３５，０３５ ３８ ７３．７ ４３ １，１８２，６７４ ３８
福 島 県 ３６７，７２５ １８ １，８６４，５７４ ２２ ７４．５ ４１ ２，２１６，８８７ ２２
茨 城 県 ５０１，０７７ １２ ２，９４９，４５９ １２ ８１．４ ２１ ３，４４１，８１３ １３
栃 木 県 ３２５，７６８ ２４ １，９６０，３７６ ２０ ８３．２ １２ ２，２９６，３２１ ２０
群 馬 県 ３３３，６１９ ２１ １，９９４，３７０ １９ ８０．５ ２８ ２，３３１，０６６ １８

埼 玉 県 １，０６３，７６７ ５ ７，９８６，８８６ ５ ８７．１ ３ １０，０６３，５７７ ５
千 葉 県 ９３８，０１３ ７ ６，７７９，３５９ ６ ８６．３ ６ ８，５３６，６８０ ６
東 京 都 ２，４６１，６０４ １ ３８，８８９，０６４ １ ９０．２ １ ４０，５６６，６３３ １
神奈川県 １，３９１，７７５ ３ １０，９５１，９５５ ３ ８６．９ ５ １３，６６５，２３５ ３
新 潟 県 ４０３，９１９ １５ ２，１９４，２７９ １５ ７８．４ ３２ ２，３７４，１００ １６

富 山 県 １７３，６４３ ３８ １，０７１，１６２ ３５ ８１．９ １７ １，２２７，１３１ ３６
石 川 県 １８９，３５８ ３７ １，１８２，８８９ ３１ ８２．８ １４ １，３８０，２０９ ３１
福 井 県 １１５，５６７ ４６ ７８５，６４８ ４３ ８０．９ ２６ ９２６，８０４ ４２
山 梨 県 １６８，４６３ ４２ ８７３，６６５ ４１ ８１．０ ２５ １，００１，６２５ ４０
長 野 県 ４０６，１５３ １４ ２，０７６，３００ １７ ７７．５ ３６ ２，３４９，０２４ １７

岐 阜 県 ３２９，５２８ ２２ ２，０７７，９４５ １６ ８２．５ １５ ２，４６６，００７ １５
静 岡 県 ６１６，３８８ １０ ３，８２２，６１３ １０ ８２．１ １６ ４，６２８，５１４ １０
愛 知 県 １，０２９，４４３ ６ ８，５５８，７３３ ４ ８７．６ ２ １０，９４３，７４３ ４
三 重 県 ３０９，０５６ ２６ １，８６７，５６５ ２１ ８１．２ ２４ ２，２３０，６４１ ２１
滋 賀 県 １７２，４１８ ３９ １，４３１，９２０ ２５ ８４．０ １０ １，７６５，３６８ ２６

京 都 府 ４２３，９６７ １３ ２，８８３，０６０ １３ ８７．１ ３ ３，６０６，６８０ １２
大 阪 府 １，４４７，７９６ ２ １１，１９７，８５１ ２ ８５．８ ７ １４，２８０，２４７ ２
兵 庫 県 ７１４，３４９ ９ ５，９７１，０７２ ７ ８１．８ １８ ７，３９８，１９０ ８
奈 良 県 ２０２，９９６ ３４ １，４０９，６９３ ２８ ８４．１ ８ １，７１７，５３８ ２７
和歌山県 １８９，３７８ ３６ ９７７，４６６ ３９ ８１．５ ２０ １，１２５，９４４ ３９

鳥 取 県 ９７，６２７ ４７ ５４５，２４８ ４７ ７６．６ ３７ ６２６，７５４ ４７
島 根 県 １５１，６８８ ４３ ６６６，７９３ ４６ ７６．２ ３９ ７４８，９１３ ４６
岡 山 県 ３４５，３１７ １９ ２，００５，３４０ １８ ７８．２ ３４ ２，３２５，５０１ １９
広 島 県 ５３７，７７６ １１ ３，１４８，２８９ １１ ８４．１ ８ ３，７８３，０４９ １１
山 口 県 ３２７，７９９ ２３ １，４１６，８９３ ２７ ７９．０ ３０ １，６６０，００６ ２８

徳 島 県 １４１，３７２ ４４ ７３８，７５０ ４４ ８０．６ ２７ ８２６，１６６ ４４
香 川 県 １７０，９２８ ４０ １，０６３，４３１ ３６ ７９．３ ２９ １，１９６，４９４ ３７
愛 媛 県 ２８５，９６５ ２８ １，３８５，４６３ ２９ ８１．４ ２１ １，５４０，６９９ ２９
高 知 県 １６８，９６６ ４１ ６９９，６２４ ４５ ７４．３ ４２ ７６７，０９４ ４５
福 岡 県 ８６５，９７５ ８ ５，７１０，３２１ ８ ８３．９ １１ ８，４０９，７０２ ７

佐 賀 県 １３３，４５２ ４５ ８１１，９１０ ４２ ８１．４ ２１ ９０７，８９０ ４３
長 崎 県 ３１４，４９５ ２５ １，３３２，９２９ ３０ ７０．２ ４７ １，４９６，８８５ ３０
熊 本 県 ３４０，１９１ ２０ １，７８３，７１６ ２３ ７８．９ ３１ ２，０３６，８５７ ２３
大 分 県 ２４９，９８４ ３０ １，１０９，４８３ ３４ ７８．１ ３５ １，２８９，４８４ ３３
宮 崎 県 ２１９，３０９ ３２ １，０４９，９１９ ３７ ７８．３ ３３ １，２５２，８４７ ３５

鹿児島県 ３８５，３２９ １７ １，５７３，８４７ ２４ ７６．５ ３８ １，７６９，６４３ ２５
沖 縄 県 ２０６，６３８ ３３ １，４３０，６２４ ２６ ７６．０ ４０ １，８２６，３９８ ２４
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「通信量からみた我が国の音声通信利用状況」総務省HP 平成２７年度末 毎年
＊３ 「通信利用動向調査」総務省情報通信統計データベースHP 平成２８年９月末 毎年
＊４ 総務省情報通信統計データベースHP 平成２９年３月末 毎年

注）携帯電話・PHS契約数のうち、平成２０～２２年度末はPHSの契約数を含まない。
資料：「通信量からみた我が国の音声通信利用状況」総務省HP

東日本電信電話（株）埼玉支店

注）「モバイル端末全体」には携帯電話・PHSと、平成２１年から平成２４年まで
は携帯情報端末（PDA）、平成２２年以降はスマートフォンを含む。

資料：「平成２８年通信利用動向調査」総務省HP
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４４ 消防

出火件数は５年連続で減少
「消防白書」によると、平成２８年の出火件数は、前年より１５３件減少して１，８３５件で、５年
連続で減少しました。出火件数のうち、建物火災の１，０５２件が全体の５７．３％で最も多くな
っています。また、火災によるり災世帯数は９５９世帯、り災人員数は２，２５４人でした。
火災損害額は３８億３，３５０万円で、このうち建物の損害額が３５億８，０４１万円で全体の９３．４％

を占めています。
県消防防災課によると、平成２８年の出火原因別件数は、放火等（放火の疑いを含む）の４６４

件が全体の２５．３％（前年２２．４％）で最も多く、次いでこんろ１８２件、たばこ１７３件の順でした。

救急出動件数は８年連続で増加
「消防白書」によると、平成２８年の救急自動車による救急出動件数は、前年より１４，２５４件
増加して３３６，７５１件で、８年連続で増加しました。主な出動理由は、急病が２１５，７４７件と最
も多く、次いで一般負傷４６，８７２件、交通事故２９，９６０件、転院搬送２３，７７４件の順でした。
また、救助活動件数は２，８４２件で、救助人員は２，０１４人でした。主な活動理由は、建物等

による事故が１，０１５件（救助人員８３７人）と最も多く、次いで火災６６２件（同７４人）、交通事故５１４
件（同５７８人）の順でした。

～消防団と自主防災組織～
消防団は市町村の非常備の消防機関
です。「消防白書」によると、平成２９年
４月１日現在、本県では１４，２９７人の消防
団員が、他に本業を持ちながらも非常
勤特別職の地方公務員として、地域密
着型の消防防災活動を行っています。
また、自主防災組織活動カバー率（全
世帯数のうち、自主防災組織の活動範
囲に含まれている地域の世帯数の割合）
は８９．８％で、全国平
均を上回っています。

出火原因別件数構成比（平成２８年）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

出火件数 火災損害額 救急自動車
救急出動件数 救助活動件数

単 位 件 順位 千円 順位 件 順位 件 順位
全 国 ３６，８３１ ７５，２３３，３９６ ６，２０９，９６４ ５７，１４８

北 海 道 １，８５９ ５ ３，６５０，７７２ ４ ２４８，１４３ ９ ２，１３５ ８
青 森 県 ４７２ ２６ １，０５６，２４４ ２７ ４７，４５２ ３４ ４６７ ２７
岩 手 県 ４３８ ２９ １，０１２，０３７ ２８ ５０，２４２ ３３ ３１８ ３７
宮 城 県 ７３４ １５ ２，３７７，７４２ １２ １０３，７５５ １４ ６３６ １７
秋 田 県 ３１１ ３７ ２，５８０，３２４ １０ ３９，５５８ ４２ ３３６ ３５

山 形 県 ３１１ ３７ ４４２，６０３ ４２ ４３，４３０ ３７ ３１１ ３８
福 島 県 ６４０ １９ １，５４９，０８２ ２１ ８０，２４６ ２３ ５４５ ２２
茨 城 県 １，０６２ １０ ２，７４３，１４１ ８ １２６，０６６ １３ ９２０ １２
栃 木 県 ６６９ １７ １，６２３，８３０ ２０ ８０，０３５ ２４ ７２２ １５
群 馬 県 ７５５ １４ １，６２８，７４８ １９ ８９，５４９ １９ ６００ １８

埼 玉 県 １，８３５ ６ ３，８３３，４９８ ３ ３３６，７５１ ４ ２，８４２ ４
千 葉 県 １，７４２ ７ ２，９０７，３５０ ７ ３１０，６０２ ６ ２，４４３ ５
東 京 都 ４，００７ １ ４，０６１，１８３ ２ ７８２，１２３ １ １７，６１１ １
神奈川県 １，９２７ ４ ２，５８０，４９６ ９ ４５８，６８６ ３ ２，３５１ ６
新 潟 県 ５７３ ２３ ２，２６６，４７６ １５ １００，０３４ １５ ６００ １８

富 山 県 １９５ ４７ ４３３，８１０ ４４ ４１，３８７ ３９ ２７２ ４３
石 川 県 ２４４ ４３ ８６４，０９８ ３０ ４２，６７９ ３８ ３３８ ３４
福 井 県 １９６ ４６ ４１２，０３３ ４５ ２８，５１２ ４６ ３１０ ３９
山 梨 県 ３３８ ３６ １，２８４，９７９ ２４ ３９，６１７ ４１ ２７１ ４４
長 野 県 ７８６ １２ ３，５８９，１３３ ５ ９５，３２９ １６ ５６８ ２０

岐 阜 県 ６８６ １６ １，１７６，３０７ ２６ ８６，５９０ ２１ ７３０ １４
静 岡 県 ９６７ １１ １，８５２，１１９ １７ １５９，２４０ １０ １，１１５ １１
愛 知 県 ２，０４２ ３ ４，１５８，９９２ １ ３３５，２６２ ５ ２，３１１ ７
三 重 県 ６５４ １８ １，２９５，３６８ ２３ ９１，４９２ １８ ５５２ ２１
滋 賀 県 ４４８ ２７ ２，０５３，３４６ １６ ６０，８２９ ３０ ４２３ ２９

京 都 府 ５４５ ２４ ９９８，８６５ ２９ １３６，９３９ １１ １，２９４ １０
大 阪 府 ２，１２９ ２ ３，３１２，３５３ ６ ５６６，５０９ ２ ４，０５２ ２
兵 庫 県 １，５６９ ８ ２，３０３，５２９ １３ ２７５，７６９ ７ ３，１３６ ３
奈 良 県 ４４８ ２７ ７８６，８６５ ３２ ６９，４６２ ２６ ４６０ ２８
和歌山県 ３５３ ３５ ６５５，６０３ ３５ ５０，４５８ ３２ ５０９ ２４

鳥 取 県 ２１９ ４５ ３５２，７９５ ４６ ２５，７１６ ４７ ２６１ ４６
島 根 県 ２５６ ４２ ５６７，３５４ ３９ ３０，０８５ ４５ ２６９ ４５
岡 山 県 ６０１ ２１ １，２１５，４３８ ２５ ８７，３４３ ２０ ４７１ ２６
広 島 県 ７８１ １３ １，７１１，５０４ １８ １２８，９７３ １２ ８８６ １３
山 口 県 ４３４ ３０ ６９９，８８３ ３３ ６８，６９９ ２７ ４７２ ２５

徳 島 県 ２３９ ４４ ６７６，９０６ ３４ ３４，０１９ ４４ ２９１ ４０
香 川 県 ２９８ ３９ ４４２，４７８ ４３ ４７，３４６ ３５ ２８６ ４１
愛 媛 県 ３８９ ３３ ５３０，７７３ ４０ ６７，０１６ ２８ ４０１ ３１
高 知 県 ２６６ ４０ ４６４，５７３ ４１ ４０，４６３ ４０ ２１３ ４７
福 岡 県 １，２７４ ９ ２，２７８，８４７ １４ ２５２，２６５ ８ １，４５７ ９

佐 賀 県 ２５８ ４１ ６１５，２３２ ３８ ３６，１２９ ４３ ３２４ ３６
長 崎 県 ４８２ ２５ ６１８，６００ ３７ ６５，８６３ ２９ ３５８ ３３
熊 本 県 ５９２ ２２ ２，４８５，９９３ １１ ９１，８１５ １７ ６９４ １６
大 分 県 ３８３ ３４ ８４０，５１５ ３１ ５４，１７７ ３１ ４０９ ３０
宮 崎 県 ３９９ ３２ ６２７，１３４ ３６ ４４，８０４ ３６ ２８６ ４１

鹿児島県 ６０４ ２０ １，３９９，４２５ ２２ ８２，９４１ ２２ ５２３ ２３
沖 縄 県 ４２１ ３１ ２１５，０２０ ４７ ７５，５６４ ２５ ３６９ ３２
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「消防白書」総務省消防庁HP 平成２８年 毎年

資料：県消防防災課HP

資料：「消防白書」
総務省消防庁HP

Ⅳ

く
ら
し
と

生
活
環
境

94 95



状態別
総数151人

歩行中
36.4%
歩行中
36.4%

自転車乗用中
21.9%

自転車乗用中
21.9%

自動二輪車
運転中
13.9%

四輪車運転中
13.9%

四輪車同乗中
5.3%

四輪車同乗中
5.3%

原付車運転中
8.6%

原付車運転中
8.6%

年齢層別
総数151人

19歳以下
4.0%

20歳代
7.3%

30歳代
11.9%
30歳代
11.9%
30歳代
11.9%

40歳代
9.3%
40歳代
9.3%

50歳代
7.9%
50歳代
7.9%

60~64歳
2.6%
60~64歳
2.6%

65歳以上
57.0%
65歳以上
57.0%

おしえてコバトン

（事故件数：件） （踏み間違い事故の発生割合：％）

85歳以上

運転免許人口1万人当たりの事故件数
アクセルとブレーキの踏み間違い事故の発生割合

64歳以下 65~69歳 70~74歳 75~79歳 80~84歳0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

54.0件

1.0%

83.9件

4.9%

４５ 交通事故

交通事故発生件数、死者数、負傷者数はいずれも減少
「交通事故発生状況」によると、平成２８年中に発生した交通事故（人身事故）は前年より
１，７１２件減少して２７，８１６件、死者は２６人減少して１５１人、負傷者は１，８９９人減少して３４，２１２
人でした。なお、死者数は全国で７番目に多くなっていますが、人口１０万人当たりでみる
と、２．０８人と全国で４番目に少なくなっています。
「交通事故統計」によると、死者数を年齢層別にみると、６５歳以上の高齢者が８６人と最も
多く、全体の５７．０％を占めています。また、状態別では「歩行中」が５５人と最も多く、次い
で「自転車乗用中」が３３人と続き、この２つの状態で全体の約６割を占めています。

運転免許保有者数は増加、道路交通法違反送致・告知件数は減少
「運転免許統計」によると、平成２８年１２月末現在の運転免許保有者数は、前年より１３，７３３
人増加して４，６７１，３９５人でした。男女別の割合をみると、男性が５６．７％、女性が４３．３％で、
その差は年々縮小しています。
「平成２８年の犯罪」によると、平成２８年中の道路交通法違反送致・告知件数（車両等の違
反）は、前年より８，８１６件減少して３４４，３５２件でした。

～高齢運転者による交通事故発生状況～

平成２８年の高齢運転者の運転免
許人口１万人当たりの事故件数は、
年齢が上がるにつれて高くなって
おり、８５歳以上では６４歳以下（５４．０
件）の約１．６倍の８３．９件となってい
ます。また、アクセルとブレーキ
の踏み間違いによる事故では、８０
歳以上の発生割合が急激に高くな
っており、８５歳以上では６４歳以下
（１．０％）の約５倍
の４．９％となっ
ています。

交通事故死者数構成比（平成２８年）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

交通事故発生件数 交通事故死者数 運転免許保有者数
道路交通法違反
送致・告知件数
（車両等の違反）

単 位 件 順位 人 順位 人 順位 件 順位
全 国 ４９９，２０１ ３，９０４ ８２，２０５，９１１ ６，７３９，１９９

北 海 道 １１，３２９ １１ １５８ ５ ３，３８０，６９１ ８ ３３１，９０９ ８
青 森 県 ３，７４０ ３７ ５３ ３１ ８５２，４５８ ３１ ２８，７７０ ４７
岩 手 県 ２，３７３ ４２ ７３ ２１ ８４０，４０９ ３２ ４４，２８８ ３６
宮 城 県 ７，９８６ １８ ７１ ２２ １，５４２，９５５ １５ ９３，５４８ １６
秋 田 県 ２，１７７ ４４ ５４ ３０ ６８１，２５２ ３８ ３０，９０１ ４４

山 形 県 ６，１３６ ２４ ２８ ４５ ７７１，４３９ ３５ ３７，６３９ ４１
福 島 県 ５，８０２ ２６ ９０ １５ １，３０７，６５８ ２０ ６１，４１６ ２７
茨 城 県 １０，４５５ １２ １５０ ８ ２，０５８，４２８ １１ １２７，４８９ １３
栃 木 県 ５，４８４ ２９ ７６ ２０ １，４０１，１２１ １９ ５５，９３３ ３０
群 馬 県 １３，５７４ １０ ６２ ２６ １，４１６，２９４ １８ ８１，５９０ １９

埼 玉 県 ２７，８１６ ６ １５１ ７ ４，６７１，３９５ ５ ３４４，３５２ ５
千 葉 県 １８，０２２ ９ １８５ ２ ４，００８，８３４ ６ ２７４，３７３ ９
東 京 都 ３２，４１２ ４ １５９ ４ ７，８４８，４８３ １ ９３７，６２５ １
神奈川県 ２７，０９１ ８ １４０ １０ ５，６１１，９５４ ２ ５６４，８２５ ２
新 潟 県 ４，６９４ ３２ １０７ １３ １，５７３，５６４ １４ ６１，３７７ ２８

富 山 県 ３，４６６ ４０ ６０ ２８ ７４９，０１７ ３７ ４６，２７３ ３３
石 川 県 ３，５４１ ３９ ４８ ３５ ７７９，７９９ ３３ ６２，０９８ ２６
福 井 県 １，８４７ ４５ ５１ ３３ ５４３，０７５ ４３ ３３，８３１ ４３
山 梨 県 ４，３３７ ３６ ３５ ４３ ５９４，７９３ ４１ ４５，９６１ ３５
長 野 県 ８，２９８ １６ １２１ １２ １，４８８，０３５ １６ ８０，５９３ ２０

岐 阜 県 ６，６４６ ２２ ９０ １５ １，４２０，１１５ １７ １０２，９２６ １５
静 岡 県 ３１，５１８ ５ １３７ １１ ２，５６３，６２２ １０ ２０５，２７８ １０
愛 知 県 ４１，５５１ １ ２１２ １ ５，０８３，８２９ ４ ４１６，０６８ ４
三 重 県 ６，０３８ ２５ １００ １４ １，２６５，２１８ ２２ ４３，３７５ ３７
滋 賀 県 ５，２９４ ３１ ５３ ３１ ９５９，６２９ ２５ ３８，８１７ ４０

京 都 府 ８，０８７ １７ ６０ ２８ １，５８５，９９３ １３ １５１，７０２ １２
大 阪 府 ３７，９２０ ２ １６１ ３ ５，１０４，５１７ ３ ５５９，１４７ ３
兵 庫 県 ２７，３４０ ７ １５２ ６ ３，４７４，１６０ ７ ３４１，７６４ ６
奈 良 県 ４，５０７ ３３ ４７ ３６ ８９８，６３１ ２９ ７３，８２８ ２２
和歌山県 ２，９１４ ４１ ４０ ４１ ６７３，７４０ ４０ ４２，７２９ ３８

鳥 取 県 ９８７ ４７ １７ ４７ ３８３，２１５ ４７ ３０，７９７ ４５
島 根 県 １，３１４ ４６ ２８ ４５ ４６２，２２１ ４６ ４６，２６２ ３４
岡 山 県 ８，９３０ １５ ７９ １８ １，２９８，７８０ ２１ １１６，９９２ １４
広 島 県 ９，７６３ １３ ８６ １７ １，８６６，３１７ １２ １７２，１５０ １１
山 口 県 ５，４０１ ３０ ６４ ２５ ９２７，５３３ ２８ ６６，５９６ ２４

徳 島 県 ３，５７９ ３８ ４９ ３４ ５２６，７９１ ４４ ２９，０８４ ４６
香 川 県 ６，７９０ ２１ ６１ ２７ ６７９，６１０ ３９ ５９，００２ ２９
愛 媛 県 ４，４９７ ３４ ７７ １９ ９３１，５８１ ２７ ３９，６４８ ３９
高 知 県 ２，１９３ ４３ ４２ ３８ ４８６，５８３ ４５ ３７，２５６ ４２
福 岡 県 ３７，３０８ ３ １４３ ９ ３，２８１，４１５ ９ ３３８，３８４ ７

佐 賀 県 ７，７８３ １９ ３５ ４３ ５６５，９４５ ４２ ４８，０７３ ３２
長 崎 県 ５，６５２ ２７ ４１ ４０ ８６０，６０５ ３０ ８６，５７９ １７
熊 本 県 ６，１５１ ２３ ６７ ２３ １，１９３，７６４ ２３ ８２，３８１ １８
大 分 県 ４，４７８ ３５ ４２ ３８ ７７８，０３１ ３４ ７０，９２８ ２３
宮 崎 県 ９，０１５ １４ ４５ ３７ ７６１，６８９ ３６ ５４，４０３ ３１

鹿児島県 ７，４７４ ２０ ６５ ２４ １，１１８，０１８ ２４ ６２，８９８ ２５
沖 縄 県 ５，４９１ ２８ ３９ ４２ ９３２，７０５ ２６ ７７，３４１ ２１
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「交通事故発生状況」警察庁HP 平成２８年 毎年
＊３ 「運転免許統計」警察庁HP 平成２８年１２月末 毎年
＊４ 「平成２８年の犯罪」警察庁HP 平成２８年 毎年

資料：「交通事故統計」県警察本部HP

資料：「交通事故統計」県警察本部HP
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おしえてコバトン

４６ 犯罪

刑法犯認知件数は１２年連続で減少
「犯罪統計資料」及び「埼玉県の刑法犯認知・検挙状況」によると、平成２８年の刑法犯認知
件数（道路上の交通事故に係る危険運転致死傷罪による改正前の刑法、業務上（重）過失致
死傷罪及び自動車運転過失致死傷罪を除く）は、前年より４，０００件少ない６９，４５６件で、１２年
連続の減少となりました。
罪種別にみると、窃盗犯が５２，６１５件（前年比３，２３８件減）で全体の７５．８％を占め、以下、

粗暴犯３，５９３件、知能犯２，３８８件、風俗犯５８４件、凶悪犯３７１件でした。
また、検挙率は、前年より０．１ポイント上昇して２６．０％でした。
警察庁によると、振り込め詐欺をはじめとする特殊詐欺の平成２８年の認知件数は９７２件

で、全国で６番目に多く、被害金額は２，２８２，８４８千円（全国第６位）でした。

刑法犯少年・触法少年（刑法）の検挙・補導人員は全国第７位
「平成２８年中における少年の補導及び保護の概況」によると、刑法犯少年・触法少年（刑
法）の検挙・補導人員は２，０９０人で全国第７位でした。
このうち、刑法犯少年は１，８６０人（男子１，６４８人、女子２１２人）で、触法少年（刑法）は２３０人

（男子１９８人、女子３２人）でした。

検挙率 検挙件数（解決事件の件数を含む）÷認知件数×１００
刑法犯少年 刑法犯の罪を犯した少年で、犯行時及び処理時の年齢がともに１４歳以

上２０歳未満の少年。
触法少年（刑法） 刑法犯の罪に触れる行為をした１４歳に満たない少年。

～振り込め詐欺被害発生状況～

平成２８年に県内で発生した振り込め詐欺の認知件数は９４７件、被害金額は２１億８，３５１万円
でした。このうち、オレオレ詐欺の認知件数が５３８件と最も多く、全体の５６．８％を占めまし

た。振り込め詐欺は、最近
では、警察官や金融機関職
員、百貨店などの社員をか
たってキャッシュカードや
現金をだまし取るという手
口が増えて
います。

刑法犯認知件数と検挙率の推移
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

刑法犯認知件数 刑法犯検挙率
刑法犯少年・
触法少年（刑法）
検挙・補導人員

振り込め詐欺
をはじめとする
特殊詐欺被害額

単 位 件 順位 ％ 順位 人 順位 千円 順位
全 国 ９９６，１２０ ３３．８ ４０，１０３ ４０，７６５，６５３

北 海 道 ３２，０１３ ９ ４０．７ ２８ １，３３１ ９ ４３６，４７４ ２０
青 森 県 ５，０５０ ３７ ４５．０ １６ ２７９ ３６ ２０３，１８８ ３５
岩 手 県 ４，２２３ ４１ ４４．８ １７ １９９ ４２ ２０１，３５５ ３６
宮 城 県 １６，４６６ １４ ３４．０ ３８ ４０４ ２５ ６６５，３６１ １３
秋 田 県 ２，９４７ ４６ ６９．３ １ １４０ ４７ ８８，３６２ ４５

山 形 県 ４，８９６ ３８ ６４．５ ２ ２２５ ４０ １２８，５６１ ４３
福 島 県 １１，５７５ ２１ ３５．３ ３５ ４１２ ２４ ３０８，３３１ ２７
茨 城 県 ２６，６０７ １０ ３４．６ ３７ ８０６ １５ ９７８，８６７ ９
栃 木 県 １３，２５３ １９ ３９．１ ３３ ５１２ １９ ６５１，８９０ １４
群 馬 県 １４，００６ １８ ５０．０ １１ ４０１ ２７ ５７４，３８８ １５

埼 玉 県 ６９，４５６ ４ ２６．０ ４６ ２，０９０ ７ ２，２８２，８４８ ６
千 葉 県 ５７，２７７ ６ ２６．３ ４５ １，５３０ ８ ２，５４１，９６８ ５
東 京 都 １３４，６１９ １ ２９．８ ４４ ４，８３７ １ ６，１６５，８９５ １
神奈川県 ５８，１２７ ５ ３９．５ ３２ ２，７３１ ３ ４，６３６，３９９ ３
新 潟 県 １４，１４９ １６ ４３．５ ２１ ４５１ ２０ ４６０，５５７ １９

富 山 県 ５，３９４ ３３ ４３．９ ２０ ２８５ ３５ ３３６，８６０ ２４
石 川 県 ６，２０２ ３１ ４３．３ ２４ ３５９ ３０ ４０６，８４８ ２２
福 井 県 ３，６４５ ４４ ５２．３ ７ １５６ ４５ ２５７，７４３ ３０
山 梨 県 ５，０７０ ３６ ４０．１ ３０ １９１ ４３ ２０９，０８２ ３４
長 野 県 １０，６６４ ２２ ４０．８ ２７ ４４０ ２２ ５０２，４５９ １８

岐 阜 県 １５，６０７ １５ ３０．９ ４２ ４１４ ２３ ４３４，９３３ ２１
静 岡 県 ２２，０９７ １１ ４３．４ ２２ ９８７ １２ ９７６，１６６ １０
愛 知 県 ７０，２５４ ３ ３１．５ ４０ ２，３４９ ５ ３，４４７，１０６ ４
三 重 県 １４，１１２ １７ ３２．３ ３９ ３２２ ３４ ５１９，６００ １７
滋 賀 県 ９，５７３ ２４ ３４．９ ３６ ５７１ １７ ２８７，２４９ ２８

京 都 府 ２０，４７９ １２ ３０．７ ４３ ８５７ １４ ７４１，４４９ １２
大 阪 府 １２２，１３６ ２ １９．５ ４７ ３，７７０ ２ ５，２６１，２１１ ２
兵 庫 県 ５３，１８３ ７ ３１．０ ４１ ２，２８５ ６ １，４８０，１４８ ７
奈 良 県 ９，３０７ ２５ ４８．６ １４ ５１４ １８ ５４１，８００ １６
和歌山県 ６，３６０ ３０ ４１．８ ２６ ３７４ ２８ １９８，２９６ ３７

鳥 取 県 ２，９０７ ４７ ６１．８ ３ ２１５ ４１ ８３，０７５ ４６
島 根 県 ３，０４７ ４５ ５９．６ ５ １５５ ４６ １８１，９１６ ３８
岡 山 県 １２，７４０ ２０ ４０．３ ２９ ８９２ １３ ３５４，９１８ ２３
広 島 県 １７，１０７ １３ ３９．７ ３１ １，３３１ ９ １，０７４，９３８ ８
山 口 県 ６，８５２ ２９ ４６．１ １５ ３７０ ２９ ３１９，４８２ ２６

徳 島 県 ３，９５３ ４３ ５０．８ １０ １６４ ４４ １７３，５２０ ３９
香 川 県 ６，０７５ ３２ ４９．１ １３ ３３６ ３２ ２７１，５６６ ２９
愛 媛 県 ９，７７６ ２３ ４４．１ １９ ４４６ ２１ ２４９，８４４ ３１
高 知 県 ４，７９２ ３９ ４２．３ ２５ ２７１ ３７ １０２，４２３ ４４
福 岡 県 ４６，６１９ ８ ３８．３ ３４ ２，５０６ ４ ７６５，１６４ １１

佐 賀 県 ５，０８９ ３５ ５２．２ ８ ３３５ ３３ ２４０，０４７ ３２
長 崎 県 ４，６５９ ４０ ６０．９ ４ ２４８ ３９ １３１，５５１ ４２
熊 本 県 ８，９２３ ２６ ４９．２ １２ ５９２ １６ ３３０，７５９ ２５
大 分 県 ４，０５４ ４２ ５６．５ ６ ２４９ ３８ １４０，０６１ ４１
宮 崎 県 ５，３４６ ３４ ４４．６ １８ ３５０ ３１ １６８，５８６ ４０

鹿児島県 ７，３５２ ２８ ４３．４ ２３ ４０３ ２６ ２１６，６４９ ３３
沖 縄 県 ８，０８２ ２７ ５１．０ ９ １，０１８ １１ ３５，７５９ ４７
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「犯罪統計資料」警察庁HP 平成２８年 毎年
＊３ 「平成２８年中における少年の補導及び保護の概況」警察庁HP 平成２８年 毎年
＊４ 警察庁 平成２８年 毎年

区 分 認知件数 前年比 被害金額 前年比
振 り 込 め 詐 欺 ９４７件 ―１９４件 ２１億８，３５１万円 ―１０億１８５万円
オ レ オ レ 詐 欺 ５３８件 ―１７０件 １２億９，２４６万円 ―７億４，３３７万円
架 空 請 求 詐 欺 ２０２件 ＋１件 ６億２，２６４万円 ―２億１，０２６万円
融資保証金詐欺 １６件 ＋１件 ２，２４０万円 ―２，６９２万円
還 付 金 等 詐 欺 １９１件 ―２６件 ２億４，６０１万円 ―２，１３０万円

資料：「犯罪情勢」警察庁HP

注）被害金額には、キャッシュカード手交型におけるATM引出（窃取）額を含む。
資料：警察庁
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家計における消費支出は、地域によって特徴がみられることがあります。
下の表は、１世帯当たり食料の品目別年間支出金額（二人以上の世帯）について、都道

府県庁所在市及び政令指定都市別のランキングで、さいたま市が上位の主な品目につい
てまとめたものです。
さいたま市では、「スパゲッティ」及び「他の調味料」（ミートソース、味りん等）が全

国第１位、「梅干し」及び「ドレッシング」が全国第２位になっています。

項 目 品 目 支出金額
全国平均 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

穀類
スパゲッティ １，２１４ さいたま市 京都市 東京都区部 松江市 横浜市

１，５４０ １，４８９ １，４８６ １，４６５ １，４５２
他の麺類
（ギョーザの皮、ビーフン等） ７２１ 川崎市 横浜市 東京都区部 静岡市 さいたま市

１，１２８ １，１２３ １，０８６ ９３７ ９３５
肉類 豚肉 ２８，９３３ 横浜市 相模原市 さいたま市 静岡市 川崎市

３３，４７５ ３２，５５２ ３２，３６１ ３２，２４６ ３１，８９１
乳卵類 チーズ ４，９５１ 東京都区部 横浜市 川崎市 さいたま市 相模原市

６，８８２ ６，７０１ ６，３２８ ６，０７２ ５，９０７

生鮮野菜

レタス ２，６７２ 横浜市 静岡市 東京都区部 さいたま市 千葉市
３，６１５ ３，４３０ ３，３４９ ３，２６９ ３，２５４

たけのこ ７９８ 京都市 山形市 新潟市 さいたま市 横浜市
１，４２６ １，３５０ １，２３２ １，１８４ １，１４３

他の根菜
（かぶ、くわい、やま芋等） ３，５１７ 仙台市 横浜市 東京都区部 相模原市 さいたま市

４，３２７ ４，２９３ ４，２７６ ４，２６３ ４，２５４
かぼちゃ １，５６２ 相模原市 東京都区部 横浜市 川崎市 さいたま市

２，０８５ ２，０７１ ２，０５５ １，９２９ １，８２２
トマト ７，７８０ 横浜市 東京都区部 さいたま市 川崎市 相模原市

１０，７４７ １０，２６０ １０，０２５ ９，５１３ ９，４７５
ピーマン ２，００３ 横浜市 京都市 神戸市 東京都区部 さいたま市

２，６７０ ２，６６６ ２，５９８ ２，５５５ ２，５１７

乾物・海藻,
大豆加工食品等

梅干し １，２８８ 和歌山市 さいたま市 福島市 青森市 東京都区部
３，６８２ １，８２６ １，７７３ １，７７２ １，７６９

他の野菜の漬物
（奈良漬、福神漬、ピクルス等） ５，１１２ 京都市 山形市 さいたま市 仙台市 前橋市

８，７３４ ６，７２０ ６，４１８ ６，４０６ ６，３０７
他の野菜・海藻加工品のその他
（なめたけ、野菜の缶詰等） １，６９７ 横浜市 甲府市 さいたま市 川崎市 東京都区部

２，３５５ ２，２１９ ２，１８４ ２，１３１ ２，１２２

果物
オレンジ ５９５ 富山市 名古屋市 金沢市 松江市 さいたま市

１，０９５ ８４５ ７９３ ７８０ ７７９
キウイフルーツ １，４７１ 奈良市 名古屋市 千葉市 さいたま市 東京都区部

２，１４７ ２，０３０ １，９８３ １，９４４ １，９０８

油脂・調味料

食用油 ３，８６８ 那覇市 長野市 大分市 さいたま市 山口市
５，２６０ ５，０２５ ４，４７５ ４，４６３ ４，３１９

ドレッシング ２，１９６ 宇都宮市 さいたま市 前橋市 横浜市 相模原市
２，６２１ ２，５７５ ２，５５５ ２，５４１ ２，５１５

他の調味料
（ミートソース、味りん等） １１，７２３ さいたま市 京都市 大津市 東京都区部、横浜市

１３，６４２ １３，２３６ １３，２３０ １２，９９８

菓子類
ゼリー ２，０２８ 盛岡市 金沢市 山口市 名古屋市 さいたま市

２，５５３ ２，４５９ ２，４４７ ２，４２７ ２，４２２
アイスクリーム・
シャーベット ８，５４１ 金沢市 富山市 川崎市 さいたま市 山形市

１０，８２２ １０，０４７ ９，９６６ ９，８７５ ９，６７０

調理食品
調理パン ４，８８８ 長野市 川崎市 東京都区部 金沢市 さいたま市

７，７９０ ７，３２２ ７，１７１ ６，５３３ ６，５１７
やきとり ２，１３９ 青森市 福井市 さいたま市 静岡市 山形市

４，０９６ ３，１９０ ３，１６２ ３，１１４ ３，０８９

飲料
紅茶 ７４１ 横浜市 神戸市 東京都区部 京都市 さいたま市

１，３９９ １，３５１ １，２０７ １，０８８ ９７５
ミネラルウォーター ３，０８２ 那覇市 浜松市 さいたま市 東京都区部 福島市

５，０４７ ４，８３３ ４，７４０ ４，７１６ ４，５６６

酒類
ウイスキー １，５５６ 青森市 山形市 さいたま市 福島市 札幌市

３，１３６ ２，９９２ ２，６５３ ２，６１５ ２，６０６
ワイン ３，３９９ 東京都区部 横浜市 長野市 甲府市 さいたま市

７，５１０ ６，６４８ ５，７０２ ５，５７８ ５，２５２

◆家計調査にみる品目別支出金額ランキング（平成２６年～２８年平均）◆

（単位：円）

注）政令指定都市は、平成２２年４月１日現在で政令指定都市であった都道府県庁所在市以外の都市（川崎市、相
模原市、浜松市、堺市及び北九州市）です。

資料：「家計調査」総務省統計局HP
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